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【表 紙】 

読谷村を代表する織物。 

             基本図柄が３種類あり、それぞれに願いが込められています。 

ﾕﾝﾀﾝｻﾞ ﾊﾅｳｲ 

読谷山花織 

ｼﾞﾝﾊﾞﾅ 

銭花 
お金の模様をかたどり、

裕福になるように願い

を込めた模様 

ｵｰｼﾞﾊﾞﾅ 

扇花 
末広がりの扇の形は、子孫繁

栄・子宝祈願をあらわす模様 

ｶｼﾞﾏﾔｰﾊﾞﾅ 

風車花 
97 歳のカジマヤーのお祝

いにちなみ、長寿を願っ

た模様 



 

 

はじめに 

現在、本村の総人口に占める 65歳以上の割合（高

齢化率）は 23.24％（令和 6年１月末現在）となっ

ております。令和７年にはいわゆる「2025年問題」

と言われる団塊の世代が後期高齢者となり、より介

護を必要とする高齢者が増えることが見込まれて

います。加えて高齢者の独居世帯や高齢者のみで暮

らす世帯も増加しており、今後高齢者が地域の中で

自立した生活をするうえで支援を必要とする方が

増えてくることも見込まれています。一方でこうし

た高齢者を支える世代は減少傾向となるため、介護 

人材の確保や高齢者を支える体制構築は喫緊の課題です。 

このような中、本村におきましては高齢者を取り巻く多種多様な課題に対応すべく

『高齢者がいつまでも健やかで、安心して暮らせるふれあい豊かなむら』を基本理念

とする第 9期読谷村高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画を策定しました。本計

画では、2025年問題のみならず団塊ジュニア世代が高齢者となる 2040 年以降の将

来も見据え、高齢者が健康で生きがいを持てる環境づくりとともに、地域で高齢者を

支える体制を構築することで、今後の少子高齢化の進展によっても、介護人材を確保

し、介護サービスが必要な人に適切に提供できる体制を構築できるよう計画しており

ます。 

本計画を進めるにあたっては、行政はもちろんのこと、村民、地域、関係機関が一

丸となって取り組み、地域社会全体で支え合う体制が必要不可欠です。高齢者が住み

慣れた地域で役割を持ち、生き生きと暮らし続けられるために、「ゆいまーる」精神を

柱とした地域包括ケアシステムの更なる深化・推進を進めてまいりますので、今後と

も村民の皆様からのご理解とご協力を賜りますよう、心からお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、ご尽力を賜りました策定委員の皆様をはじめ、関

係各位に心より感謝申し上げるとともに、本計画がこれからの高齢者福祉、介護保険

事業の充実発展に寄与できるよう活用してまいります。 

 

令和 6年 3月 

読谷村長  
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１ 策定の背景                              

2000 年の介護保険制度創設以降、高齢化の進行により要介護認定者数の増加、介護給付費の増大

に伴い、第１号保険料は上昇を続けています。 

今後、2025 年にいわゆる「団塊の世代」が75歳以上に達した後も高齢者人口は増加を続け、2040

年には総人口の５人に１人が 85歳以上になると予想されています。 

また、地域によっては急激に高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もある

など、人口構成の変化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なり、地域の中長期的な人口動態や介護

ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて、地域包括

ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、医療・介護双方のニーズを有する高齢者に対する医療・

介護の連携など具体的な取組内容や目標を定める必要があります。 

こうした中、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営

むことができるよう、「高齢者がいつまでも健やかで、安心して暮らせるふれあい豊かなむら」を基本

理念に医療、介護、予防、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築と地域で支え

合う仕組みづくりを中心に取り組みを進めてきました。 

第 9 期計画においても、これまでの取り組みの方向性を引き継ぎつつ、国における制度改正や高

齢者の実情を踏まえ、高齢者福祉のさらなる充実と持続可能で安定した介護保険事業の推進に向け、

「第９期読谷村高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：三菱UFJ リサ－チ&コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞2040 年：多元的社会における地域包括ケアシ

ステム」（地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた制度やサービスについての調査研究）、平成 30 年度厚

生労働省老人保健健康増進等事業、2019 年 
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２ 介護保険制度等の改正の動向                      

令和２(2020)年６月、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が公布

され、これにより、介護保険法の一部改正が行われました。 

本計画の策定に当たっては、これらの制度改正の動向を踏まえた内容の見直しを行います。 

 

【地域共生社会とは】 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域をともに創っていく社会を指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域共生社会のポータルサイト(厚生労働省) 
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【地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律(改正の概要)】 

（１）地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の 

構築の支援                                  【社会福祉法、介護保険法】 

市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のた

めの包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業及びその財政支援等の規程を創設するととも

に、関係法律の規程の整備を行う。 

（２）地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

                                                  【介護保険法、老人福祉法】 

①認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規

定する。 

②市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。 

③介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、

高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項

への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。 

（３）医療・介護のデータ基盤の整備の推進  

   【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】 

①介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供さ

れる介護サービスの内容の情報、地域支援事業の情報の提供を求めることができると規定す

る。 

②医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース

（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、社会保険診療報酬支払基金等が被

保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することが

できることとする。 

③社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオ

ンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・提供の業務を追加する。 

（４）介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】 

①介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加す

る。 

②有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。 

③介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５

年間延長する。 

（５）社会福祉連携推進法人制度の創設                             【社会福祉法】 

社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進

する社会福祉連携推進法人制度を創設する。 
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３ 第９期介護保険事業計画の基本指針                     

国は「第９期介護保険事業（支援）計画」の基本指針として、以下３点を見直しのポイントとして

挙げています。 
 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別

の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基

盤を計画的に確保していく必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的

に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みを、サービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有

し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

②在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在宅

療養支援の充実 
 

（２）地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであ

り、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や多様

な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、介護予防・日常生活支

援総合事業（以下「総合事業」）の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援

体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・

介護情報基盤を整備 

③保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 
 

（３）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上の推進 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防

止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経営の協

働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進  
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４ 計画の位置づけ                            

（１）法令の根拠 

本計画は、「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体的に策定することで、高齢者

福祉サービス及び介護保険を総合的に展開することを目指すものです。 

ただし、「介護保険事業計画」は本村が参画している沖縄県介護保険広域連合が保険者として策

定することとなっていることから、介護保険事業の部分については、同計画との整合性を図るに

とどめ、本計画においては、構成市町村に委ねられている地域支援事業計画について一体的に策

定することとします。 

 

①高齢者福祉計画：老人福祉法第20条の８ 

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業の供給体制の確保に関する計

画を定めるものとする。 

 

②介護保険事業計画：介護保険法第 117条 

市町村は、基本指針に即して３年を１期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給

付の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

 

（２）他計画との関係 

本計画は、「読谷村ゆたさむらビジョン」の実現を目指し、主に高齢者に関する保健・福祉・介

護分野の施策を総合的に推進するための指針となるものです。 

また、「読谷村地域福祉計画」、「読谷村健康増進計画」、「読谷村障がい者計画及び障がい福祉計

画・障がい児福祉計画」など、本村の保健福祉分野の関連計画や、まちづくり計画等との整合性

を図るものとします。さらに、県の高齢者保健福祉支援計画及びその他の計画との連携に留意し

つつ策定するものです。 

図表 計画の位置づけ 
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５ 計画の期間                              

本計画は、令和6年度から令和8年度までの３年間を計画期間とします。 

計画期間 

R3 年度 

(2021) 
R4 年度 

(2022) 

R5 年度 

(2023) 

R6 年度 

(2024) 
R7 年度 

(2025) 
R8 年度 

(2026) 
R9 年度 

(2027) 
R10 年度 

(2028) 
R11 年度 

(2029) 
・・・ 

R22 年度 

(2040) 

           

           

           

           

 

「団塊の世代」が 75歳（後期高齢者）となる2025 年及び、「団塊ジュニア世代」が65歳以上と

なる 2040 年を見据えて、段階的に取り組みます。 

６ 計画の策定体制                              

（１）策定体制 

計画策定に当たっては、幅広い関係者からの意見を反映する場として、知識経験者、各団体

長、保健医療関係者、福祉関係者、教育関係者、村職員などで構成する「読谷村高齢者保健福

祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を設置し、検討及び審議を経て計画の策定を行いま

した。 

 

図表 策定体制 
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第 10 期 
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（２）住民意見の反映 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施 

高齢者の健康状態や日常生活の状況等について、要介護状態になるリスクを把握、分析す

ることにより本計画策定のための基礎資料を得るとともに、介護予防事業に活用するための

基礎データを得ることを目的に実施しました。 

 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の概要 

区 分 内 容 

調査対象者 要介護認定を受けていない高齢者 2,311 人 

調査方法 郵送配付、郵送回収 

調査時期 令和 5 年 1 月 ～令和 5 年 2 月末 

回収状況 有効回収数：1,054 件(有効回収率：45.6％) 

 

②地域ワークショップの開催 

地域の課題や地域資源を把握するため、地域ワークショップを開催しました。 

図表 地域ヒアリングの実施 

区 分 内 容 

ワークショップ対象 各行政区 

ワークショップ方法 村内中学校 2地区にて開催 

開催時期 令和 5 年 11 月 22 日(午前 10時～12 時、午後 2時～4時) 

 

③パブリックコメントの実施 

第９期計画の策定にあたり、村民の方から広くご意見・ご提案を伺うことを目的として実

施しました。 

図表 パブリックコメントの概要 

区 分 内 容 

実施方法 ホームページにて公表 

実施時期 令和 6年 1月 29 日～令和 6年 2月 12 日 

意見数 0 件 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第２章 読谷村の高齢者を取り巻く状況                                     

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 9 - 

7,270 7,173 7,097 7,083 7,104 

25,886 25,671 25,505 25,415 25,299 

8,288 8,602 8,879 9,144 9,390 

41,444 41,446 41,481 41,642 41,793 

20.0 
20.8 21.4 22.0 22.5 
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0
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

（人） （％）

年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢者人口

（65歳以上）

高齢化率

１ 人口の動向                              

（１）総人口・年齢３区分別人口の推移  

本村の人口は平成 30 年の 41,444 人から年々増加し、令和４年には 41,793 人となってお

り、年齢３区分別にみると、生産年齢人口は減少、高齢者人口は年々増加しています。 

高齢化率をみると、平成 30 年の 20.0％から年々上昇し、令和４年には 22.5％となってい

ます。 

図表 年齢３区分別人口・高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：沖縄県住民基本台帳（各年 1月 1日） 

（２）男女別年齢別人口構成 

本村の男女別年齢別人口構成のうち高齢者(65 歳以上)の人口構成に着目すると、「65～69

歳」の年齢帯が最も多く、次いで「70～74歳」となっています。 

平成 30年の人口構成と比較すると、令和４年は「60～64歳」から「65～69歳」に徐々に

推移しています。今後10年でみると、後期高齢者の割合が増加することが見込まれます。 

 

図表 男女別 5歳階級別人口構成（単位:人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
 
  
 
  
 

資料：沖縄県住民基本台帳（各年 1月 1日）  
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（３）高齢者世帯の状況 

本村における高齢者のみの世帯の割合をみると、平成17年の10.2％から上昇傾向で推移し、

令和 2年には18.1％となっています。 

全国と沖縄県と比較すると、平成27年までは、全国、沖縄県より低い割合となっていました

が、令和２年には沖縄県と同等となっています。 

図表 高齢者の世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（４）高齢者の就業状況 

本村の高齢者の就業状況の推移をみると、後期高齢者の就業割合に大きな変化はみられない

ものの、前期高齢者の就業割合は上昇傾向にあります。高齢者の就業状況を全国・沖縄県と比較

すると本村の就業割合は、全国と沖縄県の割合を下回っています。 

図表 高齢者の就業状況 
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２ 介護保険の状況                              

（１）要支援・要介護認定者の状況  

本村の要支援・要介護認定者数をみると、平成30年の1,535人から年々増加し、令和４年

には 1,660 人となっています。 

認定率は令和元年の 18.1％から下降傾向で推移し、令和４年には 17.4％となっております

が、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている可能性があります。また、本村の認定率を

他地域と比較すると、要介護１・２の占める割合が高くなっています。 

図表 介護度別認定者数・認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：沖縄県介護保険広域連合 統計資料 

 

図表 認定率の他地域比較(総人口同等自治体) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：沖縄県介護保険広域連合 統計資料 
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（２）給付費の状況  

本村の総給付費は平成 30 年の 24 億 4,000 万円から年々増加し、令和４年は 27 億 1,700

万円となっています。 

令和４年度の給付費をサービス別でみると、居宅サービスは 14億 2,700 万円、地域密着型

サービスは５億4,800万円、施設サービスは７億 4,200万円となっています。 

 

図表 サービス別介護給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：沖縄県介護保険広域連合 統計資料 
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３ 第 8期計画評価                              

基本方針ごとの取り組みの進捗状況 

計画に位置付けられた取り組みの進捗については、全 87 事業のうち 64.4％にあたる 56 事

業において、「計画を上回って進んでいる」もしくは「計画どおりに進んでいる」状況です。 

また、「遅れている」事業は、全事業の 18.4％（16 事業）、「事業終了等を検討」する事業は

6.9％（６事業）となっています。 

 

＜ 事業の進捗状況 ＞ 

基本目標 基本方針 

取り組みの進捗状況 

合計 
計画を上

回って進

んでいる 

計画どお

りに進ん

でいる 

遅れて 

いる 

事業 

終了等 

を検討 

実施主体が複数

あり、進捗状況

が異なる事業 

基本目標１ 
 

高齢者が安心

して暮らせる 

むらづくり 

（１）すべての高齢者

を支える仕組みを

つくる 

0 8 3 0 4 15 

（２）高齢者の自立し

た日常生活を支え

る 

2 5 2 3 0 12 

基本目標２ 
 

高齢者がいつ

までも元気で

いられる 

むらづくり 

（３）幅広い世代の健

康を支える介護予

防につなげる 

1 21 4 1 1 28 

（４）高齢者が生きが

いを持って生活で

きる環境をつくる 

0 7 0 0 1 8 

基本目標３ 
 

「ゆいまーる」

で支え合う 

むらづくり 

（５）高齢者の尊厳の

ある暮らしを支援

する 

0 5 4 0 1 10 

（６）高齢者を地域の

力で支える 
0 7 3 2 2 14 

合  計 3 53 16 6 9 87 

※基本目標をまたいで再掲されている事業も合算した事業数となっています。 
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４ アンケート調査結果概要                              

（１）調査概要 

①調査目的 

令和５年度の「高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）」の策定に

向け、地域の高齢者の状況を把握することで、地域課題を把握（地域診断）して地域の目標を

設定すると共に、高齢者の生活状態に合った介護（予防）サービスや社会参加の促進等各種福

祉サービスの検討など計画策定の基礎資料とすることを目的として実施しました。 

 

②介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」は、介護予防事業に誘導すべき高齢者等の状況を把

握するとともに新しい総合事業の進捗管理や事業評価のために必要な地域診断を行うことを

想定したアンケートです。 

対象者は、65 歳以上で要介護認定を受けていない高齢者（一般高齢者、介護予防・日常生

活支援総合事業対象者、要支援者）となります。 

調査では、要介護度の悪化につながるリスクだけでなく、生活支援の充実、高齢者の社会参

加・支え合い体制づくり、介護予防の推進等のために必要な社会資源の把握のための項目が設

けられています。 

調査終了後、地域包括ケア「見える化」システムへ登録することが求められているため、独

自の問を設定することはできるものの、国が示した調査項目の変更はできないようになってい

ます。 

 

③調査方法、調査期間、配布・回収期間 

 

区  分  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  

調 査 方 法  郵送配付、郵送回収 郵送配付、郵送回収 郵送配付、郵送回収 

調 査 期 間  令和 3年１月～２月 令和 4年１月～２月 令和５年１月～２月 

配 布 数  2,488 件 2,495件 2,311件 

回 収 数 (率 )  1,301 件(52.3%) 1,287件(51.6%) 1,054件(45.6%) 
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（２）調査結果 

①機能評価 

令和４年度の生活機能の評価項目ごとの該当者割合（リスクあり）について、「うつ」が 38.9％と

最も高く、次いで「認知機能」の 36.6％となっています。 

各該当者割合を、経年変化でみると、「うつ」、「認知機能」は増加傾向にある一方、「閉じこもり」、

「運動機能」は減少傾向にあります。 

生活機能評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護・介助の必要性 

介護・介助の必要性について、「介護・介助は必要ない」は 82.9%、介護・介助が必要な方（「何ら

かの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」、「現在、何らかの介護を受けている」）は 14.8%

となっています。 

家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

介護・介助の必要性 

 

 

※「ｎ」とはサンプル数（標本のデータの数）のことです。 

  

82.6%

82.9%

82.9%

7.1%

7.8%

8.3%

6.1%

5.7%

6.5%

4.2%

3.5%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年度

(n=1,301)

令和３年度

(n=1,287)

令和４年度

(n=1,054)

介護・介助は必要ない 何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている 無回答

16.4%

28.3%
24.7%

1.2%

22.6%

36.6%
38.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

運動器 転倒 閉じ

こもり

低

栄養

咀嚼 口腔

機能

認知

機能

うつ

1301 令和２年(n=1,301) 1287 令和３年(n=1,287) 1054 令和４年(n=1,054)
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③介護・介助が必要になった主な原因 

介護・介助が必要になった主な原因としては、「関節の病気」「高齢による衰弱」「骨折・転倒」とな

っています。 

 

区分 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

令和２年度 

(n=172) 

関節の病気 高齢による衰弱 骨折・転倒 心臓病 糖尿病 

20.9% 20.3% 14.5% 13.4% 12.8% 

令和３年度

(n=175) 

高齢による衰弱 関節の病気 脳卒中 骨折・転倒 その他 

21.1% 19.4% 14.3% 13.1% 10.3% 

令和４年度

(n=157) 

関節の病気 骨折・転倒 高齢による衰弱 視覚・聴覚障がい その他 

21.0% 18.5% 16.6% 15.9% 15.3% 

 

④治療中、または後遺症のある病気 

既往歴の状況について、上位は「高血圧」「目の病気」「ない」の順となっています。 

 

区 分 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

令和２年度 

(n= 1,301) 

高血圧 目の病気 ない 糖尿病 筋骨格の病気 

47.5% 17.5% 15.3% 11.9% 11.1 

令和３年度

(n=1,287) 

高血圧 目の病気 ない 糖尿病 筋骨格の病気 

45.5% 17.6% 15.5% 12.8% 11.4% 

令和４年度

(n= 1,054) 

高血圧 目の病気 ない 筋骨格の病気 糖尿病 

48.8% 17.3% 16.9% 12.0% 11.6% 

 

⑤経済的暮らしの状況 

現在の暮らしの状況を経済的にみると、「大変苦しい」、「やや苦しい」が増加傾向にあります。 

 

経済的暮らしの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.7 

5.1 

3.8 

22.6 

18.8 

16.2 

61.0 

67.1 

71.6 

6.6 

5.9 

5.2 

1.1 

1.2 

0.9 

1.9 

1.8 

2.2 

0 20 40 60 80 100

令和４年(n=1054)

令和３年(n=1,287)

令和２年(n=1,301)

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答
(％)
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⑥主観的幸福感について 

主観的幸福感について、令和 2 年度と令和 3 年度は同様の割合となっていますが、令和 4 年度には主

観的幸福感の割合が減少しています。 

主観的幸福感 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦主観的健康観について 

現在のあなたの健康状態について「よい（とてもよい・まあよい）」の割合は変わらないものの、「まあよい」

の割合は年々増加しています。 

主観的健康観について 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

11.4 

12.6 

14.1 

65.6 

63.6 

62.8 

18.2 

17.9 

19.1 

2.6 

2.8 

2.1 

2.3 

3.1 

1.9 

0 20 40 60 80 100

令和４年(n=1,054)

令和３年(n=1,287)

令和２年(n=1,301)

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答
(％)

17.1 

1.4 

1.8 

7.9 

18.6 

18.5 

15.6 

6.5 

6.9 

19.3 

13.5 

13.4 

9.6 

19.4 

19.4 

19.5 

12.0 

11.1 

19.6 

22.3 

5.0 

5.3 

3.8 

0 20 40 60 80 100

令和４年(n=1,054)

令和３年(n=1,287)

令和２年(n=1,301)

０点 １点 ２点 ３点 ４点 ５点 ６点 ７点 ８点 ９点 １０点 無回答

(％)



 

- 18 - 

⑧助け合いについて(情緒的サポート、手段的サポート) 

あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人(情緒的サポート)について、「そのような人はいない」の割合は

約 3％程度、病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人について、「そのような人はいない」の

割合は、増加傾向にあり令和４年には約 5.4%となっています。 

 

あなたの心配事や愚痴（ぐち）を         あなたが病気で数日間寝込んだときに 
聞いてくれる人                 看病や世話をしてくれる人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

51.4 

22.9 

42.2 

42.9 

7.2 

47.2 

2.9 

3.5 

1.9 

54.9 

24.9 

40.6 

40.2 

7.8 

44.1 

2.3 

3.4 

2.5 

51.2 

27.1 

43.1 

40.6 

9.5 

45.1 

2.8 

3.2 

2.7 

0 20 40 60 80

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

その他

そのような人はいない

無回答
令和４年(n=1,054)
令和３年(n=1,287)
令和２年(n=1,301)

（％） 56.2 

30.1 

46.3 

28.6 

1.5 

6.1 

2.2 

5.4 

1.6 

58.0 

33.3 

45.1 

27.0 

1.5 

5.5 

1.5 

4.3 

2.3 

55.3 

34.4 

46.3 

27.8 

1.8 

5.6 

1.9 

3.6 

2.5 

0 20 40 60 80

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

その他

そのような人はいない

無回答
令和４年(n=1,054)
令和３年(n=1,287)
令和２年(n=1,301)

（％）
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⑨認知症について 

認知症の症状がある、又は家族に認知症の症状がある人の有無について、１割程度みられ、年々増加傾向

にあります。 

また、認知症に関する相談窓口の認知度については、「知っている」と回答した割合は２割程度となっており、

経年変化をみても大きく変わりはありません。 

認知症の症状がある、又は家族に認知症の症状がある人がいるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症に関する相談窓口を知っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.9 

10.4 

9.1 

84.7 

83.8 

88.3 

3.4 

5.7 

2.6 

0 20 40 60 80 100

令和４年(n=1,054)

令和３年(n=1,287)

令和２年(n=1,301)

はい いいえ 無回答

(％)

21.6 

20.8 

22.3 

74.5 

73.0 

74.4 

3.9 

6.1 

3.3 

0 20 40 60 80 100

令和４年(n=1,054)

令和３年(n=1,287)

令和２年(n=1,301)

はい いいえ 無回答
(％)
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５ 本村の高齢者の現状と課題                              

（１）人口等の動向 

●平成30年以降は、生産年齢人口（15～64歳）は減少傾向が続くのに対し、高齢者人口は

増加傾向で推移し、平成30年から令和４年で 1,000 人以上増加し、高齢化率は22.5％と

なっています。本村の男女別年齢別人口構成から、今後 10年でみると、後期高齢者の割合

が増加することが見込まれます。 

●本村における高齢者のみの世帯の割合をみると、平成 17 年の 10.2％から上昇傾向で推移

し、令和2年には 18.1％となっています。 

今後も高齢者人口の増加が見込まれることから、高齢者世帯数も増加することが予想され、

地域の見守りなどの取り組みがより重要と考えられます。 

（２）介護保険の状況 

●本村の要支援・要介護認定者数をみると、平成 30年から増加基調で推移しており、令和４

年には 1,660 人となっています。今後、後期高齢者が増加することにより、認定者も徐々

に増加することが予想されます。 

●本村の総給付費は平成 30年の 24億 4,000万円から年々増加し、令和４年は 27億 1,700

万円となっています。特に在宅サービスにおける伸び率はこの5年間で 1.16 倍となってい

ます。 

（３）高齢者の状態像(介護予防・日常生活圏域ニーズ調査) 

●生活機能評価より、「認知機能」、「うつ」については該当者割合が高くなってきており、身

近に認知症の方がおられる割合も増加していることから、認知症窓口の周知徹底を含め、今

後、認知症に対する正しい知識や理解に基づいた地域の見守りや、認知症サポーターの養成

などの取り組みが必要です。 

●「閉じこもり」、「運動機能」は減少傾向にあり、新型コロナ感染症の収束に伴い、高齢者活

動が徐々に再開したことが要因として考えられます。 

●介護・介助の必要性について、約１割の方が何らか

の介護を必要としている状態にあり、主な原因とし

て「関節の病気」、「骨折・転倒」、「高齢による衰弱」

が上位に挙げられています。 

また、既往歴については、「高血圧」が突出して高く、

次いで「目の病気」、「筋骨格の病気」となっていま

す。これらの疾患の要因としては、生活習慣病が挙

げられ、生活習慣病の早期発見が重要であり、各種

検診事業との連携が必要不可欠です。  
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●高齢者の暮らしの状況について、「大変苦しい」、「やや苦しい」が増加傾向にあり、主観的

幸福感の割合についても、令和４年度には大きく減少しています。 

●助け合いについて、心配事や愚痴を聞いてくれる人の割合に変化はみられないものの、病

気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人がいない割合は増加傾向にありま

す。高齢者の一人暮らし世帯が増加する中で、地域での見守り及び適切な対応につなげる

取り組みが重要です。 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本理念・基本方針・施策体系                
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１ 基本理念                              

 

『高齢者がいつまでも健やかで、安心して暮らせるふれあい豊かなむら』 

国の基本指針では、第６期（平成 27（2015）年度～29（2017）年度）以降の市町村介護保険事

業計画は、「地域包括ケア計画」と位置付け、令和７（2025）年を目途に、高齢者の尊厳の保持と自

立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を

推進しています。 

本村では「第８期読谷村高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画(がんじゅう・長生きプラン)」の

中で「高齢者がいつまでも健やかで、安心して暮らせるふれあい豊かなむら」を基本理念に掲げ、本

村に住む人々が、生涯に渡って心身ともに健康で、安心した生活を送り、介護が必要になっても一人

ひとりが尊厳を持ちながら暮らせるまちづくりを展開してきました。 

この基本理念は、令和７（2025）年までの中長期的な視野

にあたり、地域の人材や社会資源を活かして地域の将来の姿

を踏まえたまちづくりの普遍的な目標であると考えられます。 

第９期計画においても、地域包括ケアシステムの基本理念

である高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活を継

続して営むことができるよう、「住まい」、「介護予防・生活支

援」、「医療・看護」、「介護・リハビリテーション」、「保健・

福祉」の５つのサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケ

アシステム」の構築が重要となることから、これまでの基本

理念を踏襲します。 

地域包括ケアシステムを機能させるためには「自助・互助・共助・公助」の 4つの助が連携し、生

活課題の解決に向けた取り組みを進めていかなければなりません。 

4 つの助で基礎となるのは自助です。自分が主体となって尊厳を保ちながら生活を送るという姿勢

が求められます。 

しかしながら、自助には限界があり、徐々に身体機能

が衰えていく中で自分の力のみで生活課題を解決するの

は困難です。そこで必要となるのが互助で、自分が困っ

た時に助けてもらえるだけでなく、時には自分がサポー

トする側に回り、互いに役割を持ち続けられる関係を構

築することが重要です。 

その上でさらに難しい課題が発生した際に、共助に該

当する介護保険制度において、要介護者が尊厳を保ちな

がら自立した日常生活を送れるように支援します。 

これらの段階を踏まえても解決できない課題(貧困・虐

待など)は、最終的な手段として公助が対応します。  
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２ 基本目標                              

（１）基本目標１ 高齢者がいつまでも元気でいられるむらづくり 

高齢期においても健康的で活動的に暮らしていけるよう、壮年期からの健康づくり、生活習

慣病の発症予防と重症化予防に取り組むとともに、介護予防事業の充実、地域や世代間交流等

を通じた生きがいづくりへの支援を行います。 

 

（２）基本目標２ 「ゆいまーる」で支えあうむらづくり 

一人ひとりの健康状態や経済状況等にかかわらず、高齢者の尊厳のある暮らしを支援するた

め、村民同士が共に支えあう意識を育むための福祉教育、適切な支援へつなげるための相談対

応、関係機関や地域コミュニティと連携強化を進めます。 

 

（３）基本目標３ 高齢者が安心して暮らせるむらづくり 

高齢者が介護等の支援を必要とするかどうかにかかわらず、自らの選択において、安心した

生活を送ることができるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進並びに生活支援サービスの

充実を図ります。 
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３ 施策体系                              

 

基本理念 

 

基本目標  基本方針 施策 

高
齢
者
が
い
つ
ま
で
も
健
や
か
で
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ふ
れ
あ
い
豊
か
な
む
ら 

基
本
目
標
１ 

高
齢
者
が
い
つ
ま
で
も 

元
気
で
い
ら
れ
る
む
ら
づ
く
り 

 

(1)基本方針１ 

幅広い世代の健康を

支え介護予防につな

げる 

①施策1-1 生活習慣病等の予防のための 

取り組みの推進 

②施策1-2 保健指導の充実 

③施策1-3  介護予防・重度化防止の推進 

(2)基本方針2  

高齢者が生きがいを

持って生活できる環

境をつくる 

①施策2-1 高齢者の健康と生きがいの場

づくりへの支援 

②施策2-2 高齢者の社会参加と就労支援 

③施策2-3  世代間交流の推進 

④施策2-4  高齢者の生涯学習・スポーツ 

活動への支援 

     

 基
本
目
標
２ 

「
ゆ
い
ま
ー
る
」
で 

支
え
あ
う
む
ら
づ
く
り  

(1)基本方針３ 

高齢者の尊厳のある

暮らしを支援する 

①施策 3-1 高齢者の尊厳のある暮らしを支

援する 

②施策3-2 認知症施策の充実 

(2)基本方針４ 

高齢者を地域の力で

支える 

①施策4-1 防犯、防災、見守り活動等の 

充実 

②施策4-2 長寿慶祝事業 

③施策4-3 社会福祉協議会、民生委員・ 

      児童委員、自治会等との連携 

強化 

④施策4-4 地域における総合相談機能の 

充実・強化 

     

 基
本
目
標
３ 

高
齢
者
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る 

む
ら
づ
く
り 

 

(1)基本方針５ 

すべての高齢者を支

える仕組みをつくる 

①施策5-1 地域包括支援センター機能の 

充実 

②施策5-2 在宅医療・介護連携の推進 

③施策5-3 住環境整備 

(2)基本方針６  

高齢者の自立した日

常生活を支える   

①施策 6-1 生活支援サービスの提供 

②施策6-2 家族介護者への支援 

③施策6-3 介護サービスの質の確保 

④施策6-4 介護人材の確保・育成 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

第４章 施策の展開                            

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

          



 

- 27 - 

１ 基本目標１ 高齢者がいつまでも元気でいられるむらづくり                              

（１）基本方針１ 幅広い世代の健康を支え介護予防につなげる 

①施策1-1 生活習慣病等の予防のための取り組みの推進 

生活習慣病の予防のための各種健診の実施をはじめ、感染症予防のための取り組みを推進します。 

【現状と課題】 

●40歳未満の住民への健診および保健指導の機会を提供することで、生活習慣を振り返るきっ

かけとし生活習慣病予防に繋げるよう取り組んでいます。受診者数が少なく、無関心層への

動機づけが必要です。 

●生活習慣病の予防・重症化を防ぐため、40～74 歳を対象に集団健診を実施しています。コロナの

影響により、健診回数、受診件数が減ったため、R３・R４年度は健診回数を増やし対応しています。 

●働き盛り世代が特定健診を受診しやすくなるよう、休日夜間の特定健診を実施しています。国保被

保険者については基本健診項目以外に、心電図・眼底・尿蛋白定量検査などの詳細健診を無料で

追加し早期介入に努めています。 

●高齢者の健康保持増進と感染症予防を目的に予防接種費用を助成しています。 

 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

健康づくりの推進 要介護状態につながる疾病を予防するために、

若い時期からの健康づくりなど、「一次予防」を重

視した健康づくり事業について受診勧奨を行い、積

極的に推進します。 

健康推進課 

特定健康診査 生活習慣病の予防・重症化を防ぐために、40～74 

歳を対象とした特定健康診査について、休日・夜間

の特定検診の実施や、基本健康項目以外の一部無料

実施を行い、受診率向上に努めます。 

健康推進課 

長寿健康診査 75 歳以上の方の受診率向上に向け、周知活動の

強化を図ります。 

健康保険課 

予防接種 高齢者の健康の保持増進と感染症予防を目的と

して、予防接種費用の助成を行います。 

① インフルエンザ予防接種（一部助成） 

② 成人肺炎球菌予防接種（65 歳以上の対象者へ

一部助成） 

健康推進課 
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②施策 1-2 保健指導の充実 

高齢者が体の変化に気づき、自らの生活習慣を振り返り、生活習慣の改善に向けて自己管理がで

きるように保健指導の充実を図るとともに、食生活の改善、健康づくりに関するプログラムの実施など

の取り組みに努めます。 

【現状と課題】 

●特定健診において、生活習慣病の発症リスクが高い方に保健指導の実施や、特定保健指導対

象者以外にも受診勧奨値や生活習慣病重症化リスク保持者を対象として保健指導を実施し

ています。 

●国保データベース（KDB)や介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果を基に、効果的な保健指導

の実施と介護予防に取り組んでいます。 

●読谷村食生活ボランティアぬちぐすい（旧読谷村食生活改善推進員）と連携し、イベント等でヘルシ

ーメニューの提案など幅広い年代へ食・栄養に関する知識の普及等啓蒙活動に取り組んでいます。

食生活ボランティアぬちぐすい会員の高齢化や会員数が年々減少している為、会員確保のための働

きかけを検討する必要があります。 

●健康増進センターの施設・設備を活用し、高齢期における住民の健康課題を踏まえた健康づくりに

関する各種プログラムを実施しています。今後は虚弱な高齢者が増えることが見込まれることから、

事業の対象者を虚弱な高齢者にシフトする必要があります。また、介護予防把握事業と連動し、虚弱

な高齢者の早期発見に努め、自立支援へ導くプログラムを展開する必要があります。 

 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

R2 R3 R4 R6 R7 R8 

健康増進センター 

プログラム参加人数 
人 8,194 12,772 13,371 10,000 9,000 7,000 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

保健指導 特定健康診査において、生活習慣病の発症リスク

が高い方（要医療者や治療中断者を含む）等への保

健指導の充実を図ります。 

健康推進課 

高齢者の保健事業と介護

予防の一体的な取り組み

の推進 

国保データベース（KDB）や基本チェックリスト

におけるリスクのある高齢者などのデータを分析

し、効果的な保健指導の実施と介護予防につなげる

体制を整備します。 

健康推進課 

福祉課 

健康保険課 

食・栄養に関する知識の

普及 

各種保健事業における相談・指導並びに食生活改

善推進員活動と連携し、健康への関心が低い層も含

め、住民へ広く食・栄養に関する正しい知識の普及

を行います。 

また、食生活改善推進員の高齢化により、会員が

減少していることから会員確保に向けた取り組みも

実施します。 

健康推進課 

 

健康増進計画との連携 管理栄養士と連携し、総合事業対象者及び要支援

認定者の栄養改善と口腔ケアの課題解決に向けた食

生活改善の提案など、今後も健康増進計画に基づき

健康福祉部内で連携した指導の充実を図ります。 

健康推進課 

 

健康増進センターの活用 健康増進センターの施設・設備を活用し、高齢期

における住民の健康課題を踏まえた健康づくりに関

する各種プログラム・事業等を実施します。 

さらに、今後は虚弱な高齢者が増えることが見込

まれることから、事業の対象者を虚弱な高齢者にシ

フトし、介護予防把握事業と連動し、虚弱な高齢者

の早期発見に努め、同事業にて増進センタースタッ

フの指導によるプログラムを展開し、自立に繋げま

す。 

福祉課 

健康推進課 
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③施策 1-3 介護予防・重度化防止の推進 

介護予防対象者の把握をはじめ、各種介護予防事業を実施するとともに、基本チェックリストや国保

データベース（KDB）などの各種データの分析結果を活用した、介護予防事業の展開を図り、保健事

業と介護予防の一体的な取り組みを推進します。また、要支援・要介護状態の高齢者が適切なサービ

スを利用することで重度化予防につながる取り組みを推進します。実施にあたっては、沖縄県介護保険

広域連合と連携した取り組み（重度化予防の啓発、事業評価、事業の見直し等）を図ります。 

 

【現状と課題】 

●介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果や関係各課からの情報提供などから健康状況が気

になる方や「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」にて健診・医療・介護の実績のな

い方に戸別訪問を行い、フレイル等問題を抱える方を早期把握し、介護予防事業や介護サー

ビスなど適切なサービスに繋げることで重症化予防しました。 

●令和５年度から 65歳以上で介護認定を受けていない方へ「基本チェックリスト」を送付し、

実態把握を強化するとともに、高齢者自身が自分の健康状態を意識し介護予防に努めていく

ような意識啓発に繋げます。今後は、フレイルが見られた方について、状況を改善し自立へ

戻す事業の組み立てが必要です。 

●短期集中事業について、専門職の指導のもと、事業内容の充実と利用者の状態変化を注視す

る必要があります。また、事業終了後の行き場づくりが課題となっています。 

●高齢者の移動支援についてはニーズが高く、介護予防・日常生活支援サービスと一体的に行う事

が出来るサービスを検討する必要があります。 

●地域介護予防活動支援事業について、徐々に利用団体が増加しています。充実した通いの場が活

動できるように、新規利用団体の把握と利用促進が必要です。 

●生活支援サポーターの登録者数が年々増加しています。今後は、訪問型Ｂ事業利用者増を図りサポ

ーターの活躍の場を充実させる必要があります。 

 

 

 

 

 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

R2 R3 R4 R6 R7 R8 

プログラム参加人数 人 8,194 12,772 13,371    
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【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問型サービス B 

住民主体による生活援

助等の支援 

人 6 7 8 27 37 47 

がんじゅ～広場 
人 52 314 407 480 600 600 

回 7 40 40 40 40 40 

コーヒーシャープ 
人 14 74 171 408 408 408 

回 6 31 29 51 51 51 

はつらつ運動教室 
人 109 290 546 580 720 720 

回 7 29 48 48 48 48 

ちゃんぷるー広場 
人 109 290 546 390 480 480 

回 7 29 48 48 48 48 

介護予防に係る情報発

信 
回 4 9 9 29 31 31 

チャーガンジュー教室 

地域版 

人  622 2,312 3,360 4,030 5,040 

回  68 237 336 336 336 

カ所  9 14 14 14 14 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

介護予防対象者の把握 基本チェックリストや国保データベース（ＫＤＢ）

の分析結果、窓口での相談等を踏まえ、実態把握を

強化するとともに、高齢者自身が自分の健康状態を

意識し介護予防に努めていくような意識啓発に繋げ

ます。 

今後は、フレイルが見られた方について、状況を

改善し自立へ戻す事業の組み立てを検討するととも

に、基本チェックリストの回答がない方の状況把握

に努めます。 

福祉課 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

【訪問型サービス】 

◆訪問型サービス（第１号訪問事業：現行相当の訪問

介護） 

要支援者等の居宅において、介護予防を目的に、

訪問介護員等により行われる入浴や排せつ、食事

等の身体介護や生活援助を実施します。 

【その他訪問型サービス】 

◆訪問型サービス A 

旧介護予防訪問介護よりも緩和した基準による

サービスを支援します。 

◆訪問型サービス B 

住民主体による生活援助等の支援について、有

償ボランティアとして参加している村民に対し実

施している「ボランティアポイント制度」を住民主

体の活動、ボランティア参加のきっかけづくりと

し、活用推進を図ります。 

◆訪問型サービス C 

保健・医療の専門職により提供される３～６カ

月の短期間で行われるサービスについて、個々の

目標に合わせ、運動機能が低下しないように、ひと

りでもできるプログラム内容を検討します。 

◆訪問型サービス D 

介護予防・日常生活支援サービスと一体的に行

われる移動支援や移送前後の生活支援について、

ニーズがあることから、今後検討します。 

福祉課 

地域包括支

援センター 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

【通所型サービス】 

◆通所型サービス A（緩和した基準によるサービ

ス） 

要支援者及び総合事業対象者（窓口における「受

付票」の質問該当者・基本チェックリスト該当者）

を対象に、運動やレクリエーション、認知症予防の

ためのプログラムを行います。 

◆通所型サービス B（住民主体による支援） 

介護教室等により介護知識や技術等の習得を支

援し、住民主体による体操や運動、趣味の活動、交

流サロンなど、定期的に利用可能な通いの場づく

りを目指します。 

また、一般介護予防事業において、住民主体の体

操や運動、趣味などの通いの場の支援について検

討します。 

◆通所型サービス C（短期集中予防） 

要支援者及び総合事業対象者（窓口における「受

付票」の質問該当者・基本チェックリスト該当者）

を対象に、短期間（週２回、約３カ月）での体力・

筋力アップを図るとともに、脳トレ等の認知症予

防プログラムを行います。 

地域包括支

援センター 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

【一般介護予防事業】 

◆がんじゅ～広場 

足腰の衰えや、膝や腰に痛みがあるために生活

機能の低下するおそれのある方に対して、『動作

法』による適切な体の動かし方や力の入れ方、体の

緊張のほぐし方を学ぶ体操教室を行います。 

◆コーヒーシャープ 

家に閉じこもりがちな方や老人クラブやゆいま

ーる共生事業など地域活動への参加が難しい方を

対象に、外出するきっかけと交流機会を提供する

ことで、生きがいづくり並びに要介護状態となる

ことを予防します。 

 

福祉課 

地域包括支

援センター 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

介護予防・日常生活支援総

合事業 

 

【一般介護予防事業】 

◆はつらつ運動教室 

理学療法士による指導のもとで、『いきいき百歳

体操』『スクエアステップ』等の運動に加え、認知

機能向上にも効果のある運動を取り入れた運動教

室を実施します。 

◆ちゃんぷるー広場 

地域のゆいまーるなどに参加が難しい方や障が

いのある方、子どもを持つ親を対象として、世代間

の交流を深め、生きがいのある生活ができるよう

に支援します。 

◆地域介護予防活動支援事業 

地域の自主サークルの立ち上げ支援として、週

１回以上５人以上が参加する団体に補助金を交付

します。 

◆介護予防普及啓発 

若い世代から、介護予防や高齢者福祉について

の意識啓発が必要であることから、ラジオや広報

紙等を活用した情報提供の他、講演会等を実施し

ます。 

福祉課 

地域包括支

援センター 
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（２）基本方針２  高齢者が生きがいを持って生活できる環境をつくる 

①施策2-1 高齢者の健康と生きがいの場づくりへの支援 

【現状と課題】 

●ゆいまーる共生事業の活動は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて休止した時期もあ

りましたが、感染症対策をしながら活動を行い、徐々に参加人数は増えています。 

●参加者やボランティアが高齢化しており、若手のボランティア育成や新規参加者の加入促進

の取り組みや新規参加者が参加しやすくなるための検討が必要です。 

●高齢者の多様なニーズに合った介護予防推進のため、ゆいまーる共生事業以外にも「住民主

体の通いの場」の拡充が必要です。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ゆいまーる共生事業 

参加延べ人数 
人 3,102 5,628 13,717 16,000 16,500 17,000 

住民主体の通いの場の 

拡充 
カ所    2 4 6 

 

 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

ゆいまーる共生事業 高齢者や心身障がい者などの要援護者に対し、自

治公民館を拠点として、ふれあいサロン事業を行う

とともに、健康維持及び保健福祉に関する情報提供

を行います。 

また、参加者の増加に向けた取り組みをはじめ、

新たなボランティア人材の確保に努めます。 

福祉課 

住民主体の通いの場の 

拡充 

高齢者が住んでいる地域に、歩いて通える住民主

体の通いの場を拡充します。 

福祉課 
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②施策2-2 高齢者の社会参加と就労支援 

高齢者が「生きがい」や地域において「役割」を持つことで、元気にくらしていけるよう、高齢者の生

きがいづくり活動への支援に取り組みます。 

【現状と課題】 

●老人クラブについて、役員の担い手がなく休会になる単位クラブが出ている状況にあり、役

員の負担軽減や行事の在り方を見直すなど、現在の会員の世代に合った運営方法について検

討が必要です。 

●シルバー人材センターについては、会員数が伸び悩んでいることや、女性会員が増えないこ

とが課題となっています。 

●シルバー人材センターの主な契約内容は、草刈業務となっていますが、多種多様な経験を持

つ会員が増えれば、介護分野や子育て分野、物作りなども担うことができるため、会員拡大

と、多様な業務の拡大の同時並行が求められています。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

老人クラブ 

会員数 
人 3,739 3,421 3,297 3,300 3,335 3,386 

シルバー人材センター等 

会員数 
人 87 88 90 100 110 120 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

老人クラブ育成・支援 各種サークル活動のほか、伝統芸能の保存継承、

地域の清掃活動、児童生徒の交通安全指導など、老

人クラブの多岐に渡る活動支援を通じて、高齢者の

社会参加、生きがいづくりや介護予防の機会を増や

します。 

今後は、多様な経験を持つ会員拡大に取り組み、

介護予防・日常生活支援総合事業における高齢者を

支える担い手としての活動支援に努めます。 

福祉課 

シルバー人材センター等

における生きがい・健康

づくり及び高齢者の就労

支援 

シルバー人材センターを通じて、働く意欲のある

高齢者の知識及び経験に応じた就業機会を提供す

ることで、働くことを通じた生きがいと健康の維

持・増進、並びに高齢者の能力を活かした地域社会

の活性化に取り組みます。 

福祉課 
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③施策2-3 世代間交流の推進 

同世代だけでの交流だけでなく、多様な世代と交流することで、高齢者にとっては、生きがいや楽し

み、社会参加につながり、子どもたちにとっては、思いやりの心の醸成、社会性の習得につながるなど、

日頃からお互いに見守り、見守られる関係づくりに寄与するものであることから、世代間交流の取り組

みを進めます。 

【現状と課題】 

●核家族、独居高齢者などが増えていくなか、地域における子ども達と高齢者の繋がりは重要

となり、年に１回程度保育所との世代間交流活動を実施しています。 

●令和 3年、令和 4年はコロナ禍により高齢者への感染予防のため、児童生徒と高齢者との交

流活動ができていません。今後、ワクチン接種、マスクの着用等高齢者側の感染リスクを減

らしたうえでの交流を図ることが必要です。 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

保育所との世代間交流活

動 

「ゆいまーる共生事業」や保育所行事等の機会を

通じて、高齢者と子どもたちの交流機会の増加に努

めます。 

福祉課 

こども未来

課 

児童生徒と高齢者との交

流活動 

学校と保護者や地域住民が一緒に協働しながら子

どもたちの豊かな成長を支える「地域とともにある

学校づくり」を推進するなかで、「生活科」や「総合

的な学習の時間」を通して、世代間交流を図ります。 

福祉課 

学校指導課 

 

④施策2-4 高齢者の生涯学習・スポーツ活動への支援 

高齢者が関心のあることに対して知識を深め、交流し、適度な運動を行うことは、健康で生きがいが

ある心豊かな生活につながることから、高齢者の生涯学習やスポーツ活動に関する情報提供をはじめ、

その活動への支援を行います。 

【現状と課題】 

●琉球朝日放送のデータ放送を活用して、高齢者に関するスポーツイベントや講習、研修等の

周知を行っています。 

●読谷村老人クラブ連合会の各種サークル・教室の活動を支援することで高齢者の社会参加、

生きがいづくりや介護予防に繋げています。サークルによっては、参加が少人数になってい

るものもあり、サークルの整理等が必要です。 

●スポーツ・レクリエーションについては、各単位クラブや読谷村老人クラブ連合会の役員の

負担軽減のため、行事の見直しが図られています。運動会などの長く続いている行事につい

ても、開催方法などの検討が必要となっています。 
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【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

サークル活動人数 人 データなし 254 287 290 310 330 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

啓発・情報提供 各種広報を活用し、高齢者の社会参加・生きがいづ

くりの啓発を行うとともに、村内の各種教室やサー

クル活動の紹介及び利用可能な施設の情報提供の充

実を図ります。 

福祉課 

生涯学習課 

生涯学習への支援 高齢者が地域社会のよき相談相手としてさらに教

養を身につけ、健康で生きがいや潤いのある生活を

送ることに寄与するため、村内の高齢者を含めた生

涯学習の場の提供に努めます。 

福祉課 

生涯学習課 

スポーツ・レクリエーショ

ン活動支援 

高齢者のスポーツ・レクリエーションに関する自

主活動を支援し、健康づくり・生きがいづくりを促進

します。 

福祉課 

生涯学習課 
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２ 基本目標２ 「ゆいまーる」で支えあうむらづくり                              

（１）基本方針３  高齢者の尊厳のある暮らしを支援する 

①施策3-1 高齢者の権利擁護の推進 

高齢者の自己決定を尊重し、権利が行使できるよう支援するとともに、高齢者虐待防止に向けて、早

期発見・早期対応への取り組みを推進します。 

 

【現状と課題】 

●総合相談支援事業について、様々な相談内容に対応できるように多職種を配置していますが、

今後、職員の人事異動や退職により相談体制が維持できるかが課題となっています。 

●権利擁護事業について、読谷村社会福祉協議会が実施主体となって、独居で近親者との関係

が薄く、金銭管理や様々な手続きに支障がある高齢者に対応しています。対象となる本人と

の契約となることから、契約までに契約能力の有無や意思確認、支援計画、契約書作成に向

けて複数の面談を要し、数か月かかる現状があります。 

●成年後見制度の利用に関し、対象となる高齢者の相談業務を行なっていますが、利用促進や中核

機関の設置となると、相談体制の充実や、後見人の育成など行う必要があるが、現在の人員体制で

は実施まで難しい状況にあります。 

●養護者または介護者（施設等）による、虐待の通報や相談があった場合は、迅速に対応するとともに、

予防にも努めています。また、必要に応じ緊急一時保護の対応も行なっています。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総合相談支援事業 

相談実績 
件 4,105 5,718 5,181 5,000 5,000 5,000 

権利擁護事業 

【日常生活自立支援事業】 

相談件数 65 歳以上

（全体） 

件 
165

（214） 

178

（254） 

233

（289） 
240 260 280 

権利擁護事業 

【日常生活自立支援事業】 

実利用者数 65 歳以上 

（全体） 

人 
3 

（6） 

3 

（4） 

3 

（4） 
6 8 10 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

総合相談支援事業 高齢者からの相談に対して社会福祉士や保健師、

介護支援専門員が連携し、関係機関のネットワーク

を活かしながら、介護保険サービスだけでなく、地域

のさまざまな社会資源を活用した支援につなげま

す。 

今後も相談体制を維持するとともに、多岐に渡る

相談内容に対応するために、各種研修を通して、スキ

ルアップに努めます。 

地域包括支

援センター 

権利擁護事業 【日常生活自立支援事業】 

認知症等で判断能力が低下した高齢者等に対

し、福祉サービスの利用手続き援助等、高齢者の権

利擁護を通じて、在宅での生活を支援します。 

 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

 

【成年後見制度利用支援】 

成年後見制度の利用促進を図るため、制度の普

及啓発活動に取り組むとともに、本村における成

年後見制度の利用支援の中核機関の設置を目指し

ます。 

◆成年後見制度利用支援事業 

必要に応じ、成年後見申し立て費用や成年後

見人等の報酬の全部又は一部の助成等を行いま

す。 

◆村長による成年後見の申立事業 

認知症や障がい等で判断力が低下した方のう

ち、身寄りがない方を保護するために、成年後見

の申し立てを行います。 

地域包括支

援センター 

【虐待の早期発見及び早期対応】 

高齢者虐待の予防を図るとともに、虐待の早期

発見・早期対処が可能な人員体制を確保し、必要に

応じて緊急一時保護を実施します。 

地域包括支

援センター 
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②施策3-2 認知症施策の充実 

村民に対し、認知症について理解を深めるための予防をはじめとする啓発活動や、たとえ認知症に

なっても、安心して地域で暮らしていくことができるよう相談対応、支援体制の整備に取り組みます。 

【現状と課題】 

●認知症に関する相談員として、認知症地域推進員を配置し、本人やそのご家族の相談に務め

ています。今後、個々のケースに合わせた相談内容に対応するために、専門職の連携と技量

強化が必要です。 

●認知症に関し正しく理解し、地域全体で認知症の方を支える事が必要であることから、認知

症サポーターの養成講座を開催しています。今後は、認知症サポーター養成講座を受講した、

サポーターが活動できる場の創出やサポーターのスキルアップ講座の実施が必要です。 

●認知症サポート医及び認知症関連機関との連携の強化が必要です。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症高齢者相談事業 

相談件数 
件 不明 308 98 140 147 154 

認知症サポーター養成 

養成講座実施 

回数/参加人数 

回/人 6/160 5/150 14/369 13/379 14/409 14/409 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

認知症高齢者相談事業の

充実 

認知症の人ができるかぎり住み慣れた環境で暮ら

し続けることができるよう認知症に関する相談及び

認知症にかかる施策や事業の調整を行うため、認知

症地域支援推進員を３名配置(地域包括支援センタ

ーに１名、地域型として中学校区に各１名)していま

す。 

今後、個々のケースに合わせた相談対応を行うた

め、専門職との連携強化、相談員のスキルアップに努

めます。 

地域包括支

援センター 

認知症サポーターの養成 認知症になっても安心して暮らせるむらづくりを

目指して、村内の認知症キャラバン・メイトと連携

し、認知症に対する理解を深め、認知症の方とその家

族の応援者を育成するため、今後も認知症サポータ

ー養成に努めます。 

地域包括支

援センター 

認知症サポート医及び認

知症関連機関との連携体

制の強化 

認知症の早期発見・早期対応、状況に応じて必要な

医療や介護等のサービスを適切に受けるために、村

内の認知症サポート医及び村内医療機関、地域包括

支援センター、社会福祉協議会、居宅介護支援事業所

等、認知症の人及びその家族を支援する関係者との

連携を図ります。  

地域包括支

援センター 

健康推進課 

認知症初期集中支援チー

ム 

認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を

訪問し、アセスメントや、家族支援等の初期の支援を

包括的･集中的に行う「認知症初期集中支援チーム」

による支援体制の強化を図ります。 

 

認知症予防の普及啓発 若い頃からの生活習慣と認知症との関連性を踏ま

え、幅広い年齢を対象とした講演会や各種メディア

等を通じて、認知症予防に関する知識の普及啓発を

図ります。また、いつ、どこで医療や介護サービスを

受ければよいかを示した「よみたんもの忘れ安心ガ

イドブック」を配布します。 

地域包括支

援センター 

介護者や家族等への支援 認知症の方の介護者や家族等への支援を図るた

め、以下の取り組みを継続実施します。 

◆よみたんオレンジカフェ（認知症カフェ） 

認知症の方や家族、地域住民、専門職などが交

流・参加できる場づくり 

◆認知症ＳＯＳネットワーク 

行方不明になるおそれのある高齢者等の情報を

事前に登録し、また、「見守り QRコードシール」

を交付することで、行方不明になった場合に早期

に発見できるよう、関係機関との協力体制を構築

します。 

地域包括支

援センター 
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（２）基本方針４  高齢者を地域の力で支える 

①施策4-1 防犯、防災、見守り活動等の充実 

高齢者が普段の生活において、見守り・見守られるとともに、災害時などの緊急事態における支援体

制を整備するなど、地域で支え合う体制の強化に取り組みます。 

【現状と課題】 

●地域における地域支え合い活動や自治会からの情報提供により配慮者の把握や支援を行っ

ています。 

●災害時要配慮者の把握や介護事業所等との連携体制の構築については、人員体制が整わず、

取り組みが遅れています。 

●65歳以上の一人暮らし高齢者や身体障がい者宅へ緊急通報システムを設置し、緊急時の連絡

体制の整備を行うことで、在宅の高齢者の日常生活上の不安解消に努めています。固定電話

がない世帯にもモバイル型の緊急通報システムを貸与し対応を行っています。 

●生活相談等の訪問時に救急医療情報キットの確認を行い、情報の更新やキットの配布を行っていま

す(令和５年９月現在309件)。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

緊急通報システム事業 

設置平均件数 
件 7.2 9 6.8 11 13 16 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

災害時要配慮者の把握・

支援体制の構築と介護事

業所等との連携体制の構

築 

災害発生時の避難に際し、支援を要する高齢者につ

いて民生委員・児童委員と連携して実態を把握し、連

絡・支援体制の構築を図ります。 

また、介護事業所等と連携した対応について連携強

化を図り、災害への備えに関する意識を高めます。 

高齢者、障がい者など自ら避難することが困難な避

難行動要支援者ごとに作成する個別避難計画の作成

に努めます。 

福祉課 

総務課 

社会福祉協

議会 

高齢者の犯罪被害の防止 一人暮らし、高齢者のみの世帯等をはじめ、高齢者

が犯罪被害に巻き込まれることを防止するために、消

費者相談などの窓口を設け、詐欺被害等の防止に取り

組みます。 

今後も、関係機関と連携し自主防犯組織の育成や防

犯意識の啓発を図ります。 

福祉課 

生活環境課 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

緊急通報システム事業 在宅の独居高齢者等の急病、事故等の緊急時に、速

やかに対応し、日常生活上の安全確保と不安解消を目

的として、緊急時の通報用機器を設置します。 

また、緊急通報システムとあわせてセンサー等の設

置により、緊急時の早期発見に繋がる仕組みなど検討

します。 

地域包括支

援センター 

見守りネットワークづく

り支援 

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯で暮らす

方々が、安心して地域で生活できるよう、地域支え合

い活動委員会による見守りネットワークの構築を図

ります。 

また、高齢者が行方不明になった時に備え、発生時

の地域との連絡体制とマニュアルについて、定期的に

確認し、適宜見直します。 

福祉課 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

施設訪問事業 「地域包括ケアシステム」の深化・推進に向け、高

齢者を対象とする入居（所）施設と地域及び支援機関

の再構築を行い、必要な事業内容を検討します。 

地域包括支

援センター 

 

福祉ラジオ（緊急告知ラ

ジオ） 

75 歳以上の高齢者のみの世帯及び、身体障害者手

帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た方でひとり暮らしの世帯へ、福祉ラジオ(緊急告知ラ

ジオ)を無償貸与することで、積極的に情報を届け、孤

立化を防ぎます。 

福祉課 

救急医療情報キットの配

布 

高齢者や障がい者などの安全・安心を確保すること

を目的に「かかりつけ医」、「持病」、「健康保険証（写

し）」などの情報を専用の容器に入れ自宅に保管して

おき、万が一のとき、かけつけた救急隊員の迅速な救

命措置に活用します。 

今後は、高齢者の状態変化の確認を行うとともに、

日中独居の方への配布も検討します。 

福祉課 

 

感染症対策への備え 新型コロナウイルス感染症等の感染症の流行に備

えるため、介護事業所等との情報交換会や研修会を実

施し、日頃より連携支援体制の構築に努めます。 

福祉課 
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③施策4-2 長寿慶祝事業 

高齢者の健康長寿への関心と理解を深めるため、長寿慶祝事業を実施します。 

 

【現状と課題】 

●敬老の日、旧暦８月８日、９月７日に合わせて、敬老祝（75 歳以上）、トーカチ祝（米寿）、

カジマヤー祝、新 100歳祝、101歳以上の長寿を迎えられた方を対象に祝金を贈呈していま

す。 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

敬老祝金支給事業 多年にわたり社会に貢献された功績に感謝し、高齢

者に対して、敬老祝金及び記念品を支給することによ

り、その長寿を祝い、敬老思想を高め、高齢者福祉の

増進に寄与することを目的としています。 

今後は、少子高齢化を支える高齢者事業の充実が求

められることから、事業を整理検討します。 

福祉課 

 

④施策4-3 社会福祉協議会、民生委員・児童委員、自治会等との連携強化 

地域で高齢者を支えていくため、自治会をはじめとした関係機関の連携強化に取り組みます。 

【現状と課題】 

●地域支え合い活動委員会は、令和５年度現在村内 24 自治会にて発足し、活動説明会を団地

などの地域で開催しています。 

●地域支え合い活動委員会からの情報や CSW・委託相談員・社協相談員が関わるケースにつ

いて、自治会・役場・警察・消防と情報を共有、役割分担を行い、地域住民と関係機関との

連携を強化に努めています。 

●民生委員・児童委員活動支援について、令和４年に一斉改選を行っているが定数を満たして

おらず、委員の確保と人材育成が課題です。 

●協議体における基礎圏域を基本として相談体制を整え、相談支援が行えるようにする必要が

あります。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

民生委員の充足率 ％ 100 100 84.6 100 100 100 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

地域住民・関係機関との連

携 

高齢化の進展に伴う福祉ニーズの多様化・高度化

に対応するためには地域単位の取り組みが重要なこ

とから、地域支え合い活動等を通じて、村社会福祉協

議会、民生委員・児童委員等の福祉関係者、自治会、

婦人会、老人クラブ等の地域団体、介護事業所・医療

機関等関係事業者等の連携体制の構築を図ります。 

福祉課 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

生涯学習課 

村社会福祉協議会との連

携 

本村の地域福祉の中核的な組織である、村社会福

祉協議会と継続的な連携を図り高齢者を含む地域福

祉の向上を図ります。 

福祉課 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

民生委員・児童委員活動支

援 

住民にとって最も身近な地域福祉の担い手・相談

役である民生委員・児童委員の活動を支援するため

に、地域の担い手の確保や活動をサポートする人材

の養成に取り組みます。 

専門家との連携、民生委員・児童委員活動の住民に

対する広報啓発、協力等に取り組みます。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

 

 

③施策 4-4 地域における総合相談機能の充実・強化 

村民が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るた

め、地域をコーディネートする人材の配置をはじめ、関係機関との連携による体制の充実・強化に取り

組みます。 

【現状と課題】 

●読谷村社会福祉協議会へ委託し、生活支援コーディネーターを 2名配置しています。 

●第４層（地域支え合い活動委員会）を立上げ、令和５年度末時点で村内 24全自治会と２つの

団体で開催しています。今後は、地域支え合い活動委員会の継続的な支援や地域性を大切に

した自主的な取り組み支援（地域カルテの作成など）が必要です。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域支え合い活動委員会 

会議等実施回数 
回 146 163 172 228 228 228 

地域カルテ作成回数 回 ― ― 1 1 1 1 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

生活支援コーディネータ

ーの配置及び取り組みの

推進 

第１層協議体及び第２層協議体に生活支援コーデ

ィネーターを配置し、地域支え合い活動委員会の活動

を支援し、地域間のネットワーク構築を図ります。 

福祉課 

地域包括

支援セン

ター 

社会福祉

協議会 

関係者が集まり、地域での

支え合いのあり方を考え

る場（協議体）の設置・取

り組みの推進 

読谷村地域福祉計画における圏域をもとに、第１層

協議体（読谷村全域）を設置します。 

第２層協議体については中学校区（２地区）、第３層

協議体については小学校区（５地区）、第４層協議体に

ついては行政区域を基本とした各地域で展開し、生活

支援ニーズを把握し、その解決に向けて活用できる社

会資源の開発を目指します。 

今後は、地域ニーズや地域資源を的確に把握するた

め、行政区単位での地域カルテを作成するとともに、

高齢者を支える地域資源の情報を共有します。 

福祉課 

地域包括

支援セン

ター 

社会福祉

協議会 
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～地域カルテの作成～ 

地域カルテ作成の理由・とりまとめ      地域のつながりについて 

 

 

 

 

 

地域課題の一例 

地域における課題 地域 

店が近くにない 移動販売もない 宇座(残波方面) 

近隣住民のトラブル（大小、元々の住民同士） 高志保 

近隣住民のトラブル（大小、元々の住民同士） 渡慶次 

区費等の集金の依頼 大添 

スマホの活用・操作が出来ない 渡慶次 

家さがし 伊良皆 

障がい者世帯の依存 渡慶次 

庭の手入れ 宇座 

ゴミだし 宇座 

銀行に行けない（金銭管理はできている） 瀬名波 

2Ｆ以上への世帯の荷物運び 大添 

病院受診の受診手段の確保（タクシー、知人の乗合） 大添 

高齢者の免許返納 渡具知 

水道の出しっぱなし 大添 

水道の水漏れ 大添 

庭の手入れ、剪定作業 大添 

移動手段の確保（免許返納後） 大添 

近くに店が無い 渡具知 

交通が不便 渡具知 

歩道に雑草がひどく歩けない 渡具知 

路上駐車 近隣トラブル 大添 
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３ 基本目標３ 高齢者が安心して暮らせるむらづくり                              

（１）基本方針5  すべての高齢者を支える仕組みをつくる 

①施策5-1 地域包括支援センター機能の充実 

地域包括支援センターは、介護・医療・保健・福祉などの側面から高齢者を支える本村の中核機関

であることから、地域包括支援センターの機能の充実を図ります。また、地域包括支援センターにおい

て実施される、地域の福祉サービス及び介護予防等を総合的に実施するための総合相談支援、権利

擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントの充実を図ります。 

【現状と課題】 

●要支援と認定された方に対して、個々に合わせて介護予防サービスが提供されるように、介

護サービスを行っている関係事業者や対象者やその家族との調整を行っています。介護認定

が非該当になった方に対しても、相談を行い虚弱にならないように相談を実施しています。 

●高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、心身機能の低下を防ぐ為の介護サ

ービス以外にも、通いの場など、地域において社会参加ができる場の構築が必要です。 

●「権利擁護事業」の成年後見制度利用支援の取り組みにおいては、相談体制を充実させ後見

人育成を行うための人員が不足している状況です。 

●地域ケア会議において、個別ケースに対する議論、検討はされてきたが、地域資源の課題な

どに対しては議論が行われておらず、今後、地域ケア会議で取り上げる内容の検討が必要と

なっています。 

●地域包括ケア推進協議会においては、地域や地域ケア会議、ケアマネ情報交換会等にて提起

された問題について、多職種の幅広い意見を取り入れ、施策に反映できるような会議になる

ような取り組みが必要です。 

【今後の取組み】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総合相談支援事業 

相談実績(再掲) 
件 4,105 5,718 5,181 5,000 5,000 5,000 

村長による成年後見の 

申立事業 

申立件数 

件 0 1 2 1 2 3 

地域ケア会議 

開催回数 
回 6 4 4 4 4 4 

地域包括ケア推進協議会 

開催回数 
回 1 2 0 2 2 2 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

総合相談支援事業(再掲) 高齢者からの相談に対して社会福祉士や保健師、介

護支援専門員が連携し、関係機関のネットワークを活

かしながら、介護保険サービスだけでなく、地域のさ

まざまな社会資源を活用した支援につなげていきま

す。 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

権利擁護事業(再掲) 【日常生活自立支援事業】 

認知症等で判断能力が低下した高齢者等に対し、

福祉サービスの利用手続き援助等、高齢者の権利擁

護を通じて、在宅での生活を支援します。 

地域包括支

援センター 

社会福祉協

議会 

【成年後見制度利用支援】 

成年後見制度の利用促進を図るため、制度の普及

啓発活動に取り組むとともに、本村における成年後

見制度の利用支援の中核機関の設置に向けた検討を

進めます。 

◆成年後見制度利用支援事業 

必要に応じ、成年後見申し立て費用や成年後見

人等の報酬の全部又は一部の助成等を行います。 

◆村長による成年後見の申立事業 

認知症や障がい等で判断力が低下した方のう

ち、身寄りがない方を保護するために、成年後見

の申し立てを行います。 

地域包括支

援センター 

【虐待の早期発見及び早期対応】 

高齢者虐待の予防を図るとともに、虐待の早期発

見・早期対処が可能な体制を構築し、必要に応じて

緊急一時保護を実施します。 

地域包括支

援センター 

 包括的・継続的ケアマネ

ジメント 

高齢者が住み慣れた地域で暮し続けることができ

るよう、個々の高齢者の状況変化に応じた適切なケア

マネジメントの長期的な実施、介護支援専門員の技術

向上のための指導、支援困難事例等への指導・助言、

ケアマネジメントの公正・中立性の確保を図るため、

地域の介護支援専門員に対する後方支援を行います。 

地域包括支

援センター 

介護予防ケアマネジメン

ト 

高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ

こと等を目的に、適切なアセスメントを実施し、利用

者の状況を踏まえた目標の設定、利用者本人がそれを

理解した上で、その達成のために必要なサービスを主

体的に利用し、目標達成に取り組んでいけるよう、ケ

アプランの作成、見直しを行います。 

地域包括支

援センター 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

地域ケア会議 高齢者が地域で安心して暮らしていけるよう、高齢

者の自立支援に関する総合的な調整機能の充実を図

ります。 

また、高齢者に関わるさまざまな課題に対応してい

けるよう、保健・福祉・医療・介護等の多職種による

地域ケア会議の充実を図ります。 

地域包括支

援センター 

地域包括ケア推進協議会 地域包括支援センターの適切な運営、公正・中立性

の確保、地域における介護保険以外のサービス等との

連携体制の構築、地域包括支援業務を支える地域資源

の開発、その他の地域包括ケアに関する事項など、本

村における福祉事業の円滑な推進を目的に「地域包括

ケア推進協議会」を運営します。 

地域包括支

援センター 
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②施策5-2 在宅医療・介護連携の推進 

高齢化が進む中、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるよう、医療・介護の資源の把握をはじめ、入退院への支援、在宅での看取りなど、地

域における医療・介護の関係機関が連携して、切れ目のない在宅医療・介護を一体的に提供できるよ

う、取り組みを推進します。 

【現状と課題】 

●平成 29年度から沖縄県中部地区医師会に「在宅医療介護推進事業」として委託し、医療と介

護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けることが

できるように、医療と介護の連携行っています。 

※主な取り組み内容 

地域資源の把握・情報提供（おたすけマップ）、医療介護の多職種による研修の実施、 

地域住民への普及啓発 

●「在宅医療と介護の連携」においては、委託先におけるコーディネーター等の人材確保が難

しく、事業を実施しているが成果が見出せない状況です。 

●「看取りやターミナルケア等の機能の確保」については、在宅での看取り実施を拡充するた

めに、家族や施設の協力体制が必要となります。地域住民からの意見を事業へ反映できるよ

うに、委託先である中部地区医師会と情報共有が重要です。 

切れ目のない在宅医療と介護の連携体制を構築するためには、ライフサイクルの中で起こ

りうる節目となる医療と介護が主に共通する４つの場面を意識して取り組む必要があり、場

面ごとに取組状況を把握し、必要な取組の整理につなげます。 

①入退院支援 

医療・介護関係者が円滑な情報共有を行うことで、本人・家族が今後起こり得る病状や医療・

介護関係者の支援体制、社会保障等について充分な情報提供を受けることができ、自宅も含めた

療養生活の選択ができること。 
 

②日常の療養支援 

医療・介護関係者の多職種協働によって本人・家族の療養生活を支援することで、認知症や要

介護状態になる前に早期に発見して予防に繋げることができ、また、認知症や要介護状態になっ

た後でも本人・家族が住み慣れた場所で生活し、状態の維持・改善に向けた意欲を持てること。 
 

③急変時の対応                  図：在宅医療介護連携のイメージ図 

医療、介護、消防及び地域住民等が

在宅等で療養生活を送る高齢者の急変

時に、本人の意思を尊重した迅速かつ

適切な対応ができること。 
 

④看取り 

本人・家族が看取りにおける支援内

容を理解し、医療・介護関係者等が可能

な限り生活の質（QOL）を高められる

よう関与することで自らが望む場所で

最期を迎えることができること。 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

在宅医療と介護との連携 高齢者が疾病を抱えても、住み慣れた生活の場で

療養し、自分らしい生活を続けられるよう、「在宅医

療・介護連携推進事業」の推進とともに、村立診療所

及び村内クリニック等と連携した本村における在宅

医療と介護の連携を強化します。 

地域包括支

援センター 

健康推進課 

各種研修事業の開催 中部地区医師会の医療コーディネーターと連携

し、読谷村内において、関係機関を対象とした研修会

等の実施を検討します。 

地域包括支

援センター 

看取りやターミナルケア

等の機能の確保 

高齢者の尊厳ある在宅生活を支えるためには、「人

生の最期をどのように迎えたいか」というニーズを

把握するとともに、看取りを実施する機関に関する

情報集約と提供や終末期を支えるサービスが求めら

れます。 

人生の最期まで尊厳ある生活を支援できるよう、

「看取り」について意識啓発を図るとともに、必要な

サービスの機能確保に向け検討していきます。 

地域包括支

援センター 

健康推進課 
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③施策5-3 住環境整備 

介護や医療の提供や支援だけでなく、生活をする上での拠点となる住環境への取り組みも重要な

ことから、高齢者が安心して住み慣れた地域で暮らしていくための住環境の整備に関する支援を行い

ます。 

【現状と課題】 

●介護保険サービスによる住宅改修の情報提供のほか、「住宅改造費支給サービス」事業におい

て在宅生活を安心して暮らすために住宅改修の費用の補助を行っているが、平成 28 年度か

ら実績がない状況です。 

●介護保険サービスによる住宅改修は介護認定が必要となるため、今後は介護サービス認定に

至る前に、在宅生活の自立を目指すためのサービスを積極的に活用することを検討する必要

があります。 

●「生活環境のユニバーサルデザイン化促進」においては、「沖縄県福祉のまちづくり条例」に

基づいて新築等の際は整備基準に適合させるなど、概ね計画どおりに取り組みが進められて

います。 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

住環境整備や住宅の確保

に関する情報提供と利用

支援 

住み慣れた地域で、最後まで暮らし続けられるよ

う、それぞれの高齢者の状況やニーズに応じた住環

境の整備や住宅の安定確保のため、支援制度等の情

報提供及び利用支援を積極的に行います。 

福祉課 

土木建設課 

生活環境のユニバーサル

デザイン化促進 

「ユニバーサルデザイン（全ての人にとって利用

しやすいという観点から施設・設備・道具等をデザイ

ンすること）」の視点に立ち、道路、公共施設等の整

備において、必要な改善を図ります。 

都市計画課 
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（２）基本方針6  高齢者の自立した日常生活を支える 

①施策6-1 生活支援サービスの提供 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていけるよう自立した日常生活を支援するともに、社会参加

の促進につながるよう、生活支援サービスの充実に努めます。 

【現状と課題】 

●外出支援サービス事業について、医療的ケアが必要な方や透析治療目的など、対応できない

方がいることから、「介護タクシー」利用の補助などによる外出支援についても検討が必要と

なっています。 

●独居老人・老人世帯防火点検及び電気保安点検については、地域で気になっているが、なか

なか介入できずにいる方を訪問するきっかけにもなっており、今後も関係機関と連携しなが

らの実施が重要です。 

●配食サービスについて、現利用者が施設の入所や入院等により、サービスの利用を休止した

ことが配食数減少の要因となっています。 

●「寝具洗濯サービス」「訪問理容・美容サービス」等においては利用実績がないことから、今

後の継続実施も含め、事業の終了等の見直しが必要となっています。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

外出支援サービス 

延べ利用人数/回数 
人/回 42/79 64/84 85/140 113/180 113/180 113/180 

独居老人・老人世帯 

防火点検 
件 中止 中止 16 15 15 15 

独居老人・老人世帯 

電気保安点検 
件 中止 中止 14 15 15 15 

配食サービス 食 10,028 7,594 7,090 10,396 12,475 14,970 

老人医療費助成 

支給延べ月数・延べ人数 
月/人 

1,180 

/407 

1,135 

/396 

1,134 

/405 

1,200 

/400 

1,200 

/400 

1,200 

/400 

補聴器助成件数 件   10 10 10 10 

高齢者等生活支援 

生活管理短期宿泊事業 
件 2 1 0 1 1 1 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

外出支援サービス事業 高齢者や障がい者の生きがいと社会参加を促進す

るため、移送用車両を運行し、通院等のための外出

支援を行います。 

地域包括支

援センター 

独居老人・老人世帯 

防火点検 

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯の在宅での生活

を支えるための安全対策として、二ライ消防本部と

連携し、火の元の点検や消化器等の安全点検を行い

ます。 

福祉課 

独居老人・老人世帯 

電気保安点検 

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯を対象に、電気

による事故の防止対策として電気事業者と連携して

電気保安点検を実施します。 

福祉課 

食の自立支援サービ 

ス（配食サービス） 

栄養改善が必要な高齢者等に対し、栄養バランス

のとれた食事を提供するとともに、利用者の状況を

定期的に把握します。今後、独居高齢者が増えてい

く中で、在宅生活を支えるサービスとして需要が高

まることが想定され、事業の周知を図ります。 

地域包括支

援センター 

老人医療費助成(オムツ代

一部相当分)サービス 

満 65歳以上で、在宅（病院を含む）において、１

日の大半を寝たきり状態で過ごし、又は認知症等の

状態にあるため６ヶ月以上おむつを使用している高

齢者に対して、オムツ代の一部を助成します。 

地域包括支

援センター 

寝具洗濯サービス 家庭において寝たきり状態にある者等に対して、

寝具の洗濯等を行うことにより、清潔で快適な生活

の支援並びに介護者の負担軽減を図っています。 

事業実績がないことから事業継続の検討を行いま

す。 

地域包括支

援センター 

加齢性難聴者補聴器 

購入費助成 

耳が聞こえづらく生活に支障がある 65 歳以上の

方を対象に、補聴器の購入費用を助成します。 

福祉課 

住宅改造費支給サービス 在宅で要介護の高齢者及び障がい者又はこれらと

同居する高齢者がいる世帯に対して、在宅での生活

を支援するため、住宅改造に必要な経費を支給する

ことにより、高齢者等の自立促進、寝たきり防止及

び介護者の負担軽減を図っています。 

近年、利用実績がないものの、介護保険サービス

による住宅改修は介護認定が必要となるため、今後

は介護サービス認定に至る前に、在宅生活の自立を

目指すために同サービスを積極的に周知します。 

福祉課 
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【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

高齢者等生活支援 

生活管理短期宿泊 

事業 

要支援・要介護認定は受けていないが、日常生活に

支障がある在宅高齢者について、介護保険施設等へ

の宿泊により、生活管理・体調管理を図ります。 

また、様々なケースに対応するため、実施要綱の見

直しも検討します。 

福祉課 

地域包括支

援センター 
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②施策6-2 家族介護者への支援 

介護が必要な本人だけでなく、実際に介護を行っている家族の方への支援も重要なものであること

から、介護に関する情報提供をはじめ、住民主体による支援メニューの開発などの支援を実施します。 

【現状と課題】 

●家族介護支援事業においては、令和２年度から実施していない状況で、再開を検討する前に

ニーズについて調査が必要です。また、事業を実施するにあたり、人員が確保できるかの懸

念もあります。 

●介護教室の開催について、「介護人材の育成」「家庭での介護の適切な技術の習得」を目的に

介護入門的講座を実施しています。 

令和２年度 沖縄県介護に関する入門的研修を実施 

令和 3年度、令和４年度 読谷村介護入門的研修を実施 

令和 5年度は介護入門的研修を受講した方から身体介助を伴う実技研修を実施。 

【取組み実績と目標値】 

項    目 単位 
実績値 目標値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

家族介護支援事業  実施なし 実施なし 実施なし ニーズ調査 再開検討 再開検討 

介護教室  実施 実施 実施 実施予定 実施予定 実施予定 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

家族介護支援事業 在宅で介護している家族を対象に、介護方法や介

護者の健康づくり等の介護情報の提供、介護者同士

の交流を通して心身のリフレッシュなど、介護をし

ている家族の方のニーズを把握し、新たな支援に向

けた取り組みを実施しています。 

近年、事業実績がないことから、事業ニーズを踏ま

えたうえで事業を実施します。 

地域包括支

援センター 

介護教室の開催 介護予防・生活支援サービス事業において、住民主

体による支援メニュー開発に向け、適切な介護知識

や技術等を習得することができる教室を開催しま

す。 

地域包括支

援センター 
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③施策6-3 介護サービスの質の確保 

高齢化の進展や、生産年齢人口の減少が本格化する中で、多様な介護ニーズに対応するように介

護職員の負担の軽減や業務を効率的に進めることに取り組みます。 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

地域密着型サービス事業

所などへの運営指導【新

規】 

地域密着型サービス事業者の指定や指導を行い、

適正な運営を促進します。また、2018(平成 30)年度

からは居宅介護支援事業者の指定権限も市町村移譲

されており、指導などを実施します。 

福祉課 

地域密着型サービス事業

所などとの情報共有【新

規】 

介護サービス従事者に対し、介護技術の研修等、

学びの場を広く提供することで、資質の向上につな

げていきます。同時に、県主催の研修、講習会の情報

も随時提供していきます。 

福祉課 

 

④施策6-4 介護人材の確保・育成 

必要な介護人材の確保に向け、介護サービス事業者や関係機関と連携して、介護人材の確保や就

労継続のための取り組みを進めます。 

【現状と課題】 

●小学校ではコロナ禍のため、地域福祉についてオンラインでの講話を行いました。今後も社

協・福祉課・学校の情報共有や連携が必要です。また、中学校への福祉教育、意識啓発が少

ないのが課題となっています。 

●社協を中心に地域に出向き、公民館でゆいまーるボランティアや民生委員児童委員を対象に（車い

す体験やアイマスク体験）を行っています。 

【今後の取組み】 

項    目 内      容 担当課 

就労支援による介護人材

確保 

雇用担当課・移住担当課との連携を図り、介護の仕

事とのマッチングをする仕組みを検討します。 

福祉課 

学校における福祉教育 児童生徒の発達の段階と各学校における教育目標

の具現化を踏まえ、各教科や総合的な学習の時間等

を通じ、児童生徒の地域福祉に対する理解を深めま

す。 

学校指導課 

福祉課 

地域における福祉意識の

啓発 

住民一人ひとりが、地域福祉の向上に向けて活動

する意識を啓発するため、関係各課や自治会、地域の

関係団体等との連携を図り、周知広報、各種事業を展

開します。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

介護職員資格取得研修受

講費助成事業 

村内の介護サービス提供事業所において介護人材

の確保及び質の向上を図るため、受講費用の一部を

事業所に助成します。 

地域包括支

援センター 
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１ 高齢者数・認定者数の推計                              

（１）人口及び被保険者数の推計 

本村の第９期計画期間中の高齢者人口は増加傾向で推移することが予想され、令和８年の高

齢者数は9,998人、高齢化率は23.6％になることが推測されます。 

 

   図表 高齢者人口・高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）地域包括ケア「見える化」システム 

※介護保険料の算定は、『地域包括ケア「見える化」システム』(厚生労働省)によるデータを用い算定することとなってい

るため、P9 の「年齢３区分別人口・高齢化率の推移」と数値が一致しません。 
 

（２）要介護(要支援)認定者数の推移 

本村の第9期計画期間中の認定率は、横ばいで推移することが予想され、最終年度の令和８

年における認定率は 16.7％になることが推測されます。 

図表 要介護（要支援）認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（出典）地域包括ケア「見える化」システム  
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２ 第９期介護保険事業計画におけるサービス基盤整備                              

（１）基本的な考え方 

地域の実情に応じた施設整備を推進しながら、保険者として過剰な整備による給付費の増

加の抑制や地域的偏在の防止の観点から「施設・居住系サービスの整備に関する基準」を定

め、高齢者ニーズに即した、介護サービス提供基盤の整備を支援します。 

 

（２）基盤整備の方向性 

介護・介護予防サービス基盤の整備については、団塊の世代が７５歳以上となる令和７（２

０２５）年、団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２（２０４０）年を見据え、中・

重度の要介護者であっても、安心して自宅等で最期まで生活できるよう、本人や家族の希望

や状態・状況に応じて、サービス提供体制を構築する必要があります。 

地域密着型介護（予防）サービスが地域に開かれた質の高いサービスを提供するために、

サービス提供基盤の計画的な整備を促進するとともに、事業所の人員基準及び運営基準等に

ついて確認する運営指導を行い、事業所のスキルアップを支援します。 

 

（３）地域密着型サービス基盤整備計画 

①小規模多機能型居宅介護 

【事業所数：１事業所 、定員数：２９名、開所予定時期：令和8年度) 

 

②認知症対応型共同生活介護 

【事業所数：１事業所 、定員数：9名、開所予定時期：令和8年度) 
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３ サービス見込み量の設定                              

①訪問介護 

【サービス内容】 

通所介護と並び在宅系サービスの中心となるサービスであり、利用者の居宅において、

訪問介護員が入浴、排せつ、食事等の介助や掃除、洗濯等の生活援助を行います。 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護 

サービス 

回 2,307 2,595 2,445 2,478 2,484 2,512 2,724 3,095 3,465 

人 107 126 145 146 146 147 162 185 207 

※回（日）数、人数は１月当たりの利用数です。以降の表も同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②訪問入浴 

【サービス内容】 

利用者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介助を行います。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防 

サービス 

回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 

サービス 

回 14 21 32 33 33 33 38 42 47 

人 4 5 8 8 8 8 9 10 11 
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③訪問看護 

【サービス内容】 

疾病又は負傷により居宅において継続して療養を必要とする利用者に対し、主治医の指

示に基づき、看護師等が療養上の世話又は診療の補助を行います。  

サービス提供をすることができるのは、病院・診療所等の医療機関もしくは訪問看護ス

テーションのいずれかです。  

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防 

サービス 

回 48 78 109 113 113 113 113 121 146 

人 8 10 14 14 14 14 14 15 18 

介護 

サービス 

回 606 846 1,007 1,001 1,000 1,006 1,104 1,245 1,403 

人 89 122 142 144 144 145 159 179 202 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④訪問リハビリテーション 

【サービス内容】 

通院が困難な利用者に対し、利用者の居宅において、理学療法、作業療法その他必要な

リハビリテーションを行うことにより、心身機能の維持回復を図り、在宅での自立した生

活を支えるサービスです。 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防 

サービス 

回 7 0 2 0 0 0 0 0 0 

人 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 

サービス 

回 102 150 128 128 128 128 128 138 191 

人 6 12 9 10 10 10 10 11 15 
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⑤居宅療養管理指導 

【サービス内容】 

利用者の居宅において、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士及び歯科衛生士等が、そ

の心身の状況、置かれている環境を把握し、療養上の管理及び指導を行います。サービス

提供をすることができるのは、病院、診療所、薬局で、事業所指定の申請をしなくても、

医療みなし事業所としてサービス提供が可能です。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 2 1 3 3 3 3 3 4 4 

介護サービス 人 114 140 228 232 235 236 252 287 324 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥通所介護 

【サービス内容】 

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを

日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向上と、利用者の家族負担の軽減

を図ります。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 
回 9,687 9,646 9,990 10,000 10,024 10,038 11,109 12,678 14,307 

人 561 572 614 614 615 616 684 781 881 

 

 

  

2 1 3 3 3 3 3 4 4 
114 140 

228 232 235 236 252 
287 

324 
116 

141 

230 235 238 239 
255 

291 
328 

0

100

200

300

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22

（人） 介護予防サービス 介護サービス

561 572 614 614 615 616 684 
781 

881 

0

200

400

600

800

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22

（人）
介護サービス



 

- 66 - 

⑦通所リハビリテーション 

【サービス内容】 

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを

日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向上と、利用者家族の負担軽減を

図ります。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 27 25 24 24 25 25 25 28 32 

介護サービス 人 44 41 44 44 44 45 49 56 61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧短期入所生活介護 

【サービス内容】 

利用者が老人短期入所施設等に短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、食事等

の介護、その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防 

サービス 

日 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 

サービス 

日 250 265 372 318 318 318 357 413 444 

人 29 33 33 33 33 33 37 43 46 
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⑨短期入所療養介護 

【サービス内容】 

利用者が介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に短期間入所し、当該施設において

看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世

話を行うサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防 

サービス 

日数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 

サービス 

日数 16 32 89 75 75 75 105 105 105 

人 3 4 6 5 5 5 7 7 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩福祉用具貸与 

【サービス内容】 

利用者が居宅において自立した生活を営むことができるよう、日常生活の便宜を図るた

めの用具及び機能訓練のための用具を借りることができるサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 107 123 130 135 137 139 141 155 171 

介護サービス 人 539 583 591 594 594 597 655 747 843 
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⑪特定福祉用具購入 

【サービス内容】 

利用者が居宅において自立した生活を営むことができるように、福祉用具のうち入浴又

は排せつに使用するもの等を購入した場合に、一定の限度額内で要した費用を支給するサ

ービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 3 3 3 3 3 3 3 4 4 

介護サービス 人 7 9 8 7 7 7 11 12 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫住宅改修 

【サービス内容】 

利用者が居宅において自立した日常生活を営むことができるように、手すりの取り付け

や段差解消など要件を満たす住宅の改修を行った場合に、一定の限度額内で要した費用を

支給するサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 2 3 4 4 4 4 4 5 6 

介護サービス 人 5 6 6 7 7 7 7 7 8 
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⑬特定施設入居者生活介護 

【サービス内容】 

介護保険の指定を受けた有料老人ホーム等に入居している人が、日常生活上の介護や支

援を受けるサービスです。  
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護サービス 人 15 20 19 19 19 19 21 25 27 
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（２）地域密着型サービス 

①地域密着型通所介護 

【サービス内容】 

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを

日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向上と、利用者の家族等の介護者

の負担軽減を図ります。（定員 18名以下） 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 
回 1,282 1,222 1,143 1,106 1,119 1,119 1,259 1,426 1,612 

人 97 98 92 91 92 92 104 118 133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②小規模多機能型居宅介護 

【サービス内容】 

高齢者や家族の状態に合わせて、「通い」を中心に、「泊まり」や「訪問」を柔軟に組み

合わせた、高齢者が中・重度の要介護状態になっても安心して在宅生活を続けるために必

要なサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 1 1 0 0 0 0 0 0 0 

介護サービス 人 63 66 64 64 64 93 98 106 115 
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③認知症対応型共同生活介護 

【サービス内容】 

認知症の高齢者に対し、共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護サービス 人 27 27 27 27 27 36 38 38 38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【サービス内容】 

「地域密着型介護老人福祉施設」とは、入所定員が 29 人以下の特別養護老人ホームで

あって、「地域密着型施設サービス計画」に基づいてサービスを提供する施設をいいます。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 人 55 53 56 56 56 58 63 69 79 
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⑤看護小規模多機能型居宅介護 

【サービス内容】 

小規模多機能型居宅介護サービスと訪問看護の複数サービスを組み合わせ、看護と介護

サービスの一体的な提供により医療ニーズの高い要介護者を支援することを目的とするサ

ービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 人 0 0 0 29 29 29 29 29 29 
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（３）施設サービス 

①介護老人福祉施設 

【サービス内容】 

入所定員が 30 床以上の特別養護老人ホームであり、寝たきりや認知症などにより、日

常生活の中で常に介護を必要とする高齢者が、入浴、排せつ、食事、機能訓練、健康管理

等の必要な介護を受けながら生活する施設です。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 人 131 118 115 115 115 115 128 144 162 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護老人保健施設 

【サービス内容】 

心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための

支援が必要である者に対し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を行うサービスです。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 人 46 55 60 60 60 60 66 75 82 
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③介護医療院 

【サービス内容】 

長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象とし、「日常的な医学管理」や「看

取りやターミナルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能とを兼ね備えた施設で

す。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

介護サービス 人 22 47 42 42 42 42 48 53 61 
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（４）居宅介護支援 

①介護予防支援・居宅介護支援 

【サービス内容】 

利用者が居宅サービス等の適切な利用等をすることができるよう、その心身の状況等を

勘案し、居宅サービス計画の作成等を行います。 
 

図表 実績値及び推計値 

区 分 
第 8期 第 9期 第 11 期 第 12 期 第 14 期 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 

予防サービス 人 126 145 148 153 156 157 159 176 193 

介護サービス 人 784 808 818 819 823 828 912 1,042 1,174 
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４ 介護保険給付費推計                              

（１）介護保険事業の推計手順 

将来高齢者人口等の推計から、介護サービス見込量及び給付費、保険料算定までの大まかな

流れを示すと、下図のとおりとなります。 

図表 介護保険料算定までの流れ 
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（２）サービスごとの給付費の見込み 

①介護サービス給付費の見込み 

   図表 介護サービス給付費の見込み                  単位:千円 

 区 分 
第９期 第１１期 第１２期 

R６年度 R７年度 R８年度 R１２年度 R１７年度 

（１）居宅サービス      

  訪問介護 86,644  86,941  87,836  95,370  108,393  

  訪問入浴介護 4,485  4,491  4,491  5,187  5,688  

  訪問看護 58,096  58,178  58,521  64,150  72,271  

 訪問リハビリテーション 4,034  4,039  4,039  4,039  4,377  

 居宅療養管理指導 14,241  14,440  14,502  15,513  17,658  

 通所介護 986,434  991,288  992,377  1,092,358  1,245,230  

 通所リハビリテーション 42,626  42,680  43,873  47,643  54,005  

  短期入所生活介護 24,962  24,993  24,993  27,995  32,263  

 短期入所療養介護（老健） 5,367  5,374  5,374  7,710  7,710  

 福祉用具貸与 77,499  77,558  78,077  84,831  96,376  

 特定福祉用具購入費 2,852  2,852  2,852  5,193  5,610  

 住宅改修費 9,091  9,091  9,091  9,091  9,091  

 特定施設入居者生活介護 42,895  42,949  42,949  47,738  56,560  

（２）地域密着型サービス      

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 0 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 

 地域密着型通所介護 105,252  106,810  106,810  119,477  134,994  

 認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

  小規模多機能型居宅介護 177,374  177,599  258,416  271,968  294,004  

  認知症対応型共同生活介護 87,044  87,155  116,358  123,011  123,011  

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 176,425  176,648  182,713  198,389  217,055  

  看護小規模多機能型居宅介護 81,024  81,127  81,127  81,127※  81,127※  

（３）施設サービス      

  介護老人福祉施設 362,247  362,705  362,705  403,925  453,907  

  介護老人保健施設 208,360  208,624  208,624  229,264  260,540  

 介護医療院 178,748  178,974  178,974  204,123  225,090  

（４）居宅介護支援 135,631  136,681  137,659  150,746  172,224  

介護給付費計 2,871,331  2,881,197  3,002,361  3,288,848  3,677,184  

※沖縄県介護保険広域連合では「看護小規模多機能型居宅介護」の R12 年度、R17 年の介護サービス給付費を見込んで

いないため、暫定的に R8 年度の「81,127」を計上している。  
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②介護予防サービス給付費の見込み 

   図表 介護予防サービス給付費の見込み                   単位:千円 

 区 分 
第９期 第１１期 第１２期 

R６年度 R７年度 R８年度 R１２年度 R１７年度 

（１）居宅サービス      

  介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 

  介護予防訪問看護 5,504  5,511  5,511  5,511  5,887  

 介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0 

 介護予防居宅療養管理指導 270  270  270  270  372  

 介護予防通所リハビリテーション 11,172  11,691  11,691  11,691  12,973  

  介護予防短期入所生活介護 0 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0 

 介護予防福祉用具貸与 8,569  8,706  8,822  8,959  9,815  

 特定介護予防福祉用具購入費 933  933  933  933  1,253  

 介護予防住宅改修費 4,693  4,693  4,693  4,693  6,032  

 介護予防特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

（２）地域密着型サービス      

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

  介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 

  介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 

（３）介護予防支援 8,449  8,625  8,680  8,791  9,732  

介護予防給付費計 39,590  40,429  40,600  40,848  46,064  

 

③総給付費の見込み 

   図表 総給付費見込み                   単位:千円 

 区 分 
第９期 第１１期 第１２期 

R６年度 R７年度 R８年度 R１２年度 R１７年度 

介護給付費計 2,871,331  2,881,197  3,002,361  3,288,848  3,677,184  

介護予防給付費計 39,590  40,429  40,600  40,848  46,064  

総給付費計 2,910,921  2,921,626  3,042,961  3,329,696  3,723,248  
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（３）標準給付費等の見込み 

   図表 標準給付費等の見込み                   単位:円  

 区 分 
第９期 第１１期 第１２期 

R６年度 R７年度 R８年度 R１２年度 R１７年度 

総給付費 2,910,921,000  2,921,626,000  3,042,961,000  3,329,696,000  3,723,248,000  

特定入所者介護サービス費等 

給付額 
82,233,963  83,218,214  84,214,244  95,176,028  107,443,615  

高額介護サービス費等給付額 82,751,437  83,741,880  84,744,176  91,287,738  103,054,149  

高額医療合算介護サービス費等

給付額 
9,092,787  9,201,618  9,311,752  6,026,922  6,803,754  

算定対象審査支払手数料 3,378,266  3,418,770  3,459,689  3,419,268  3,859,998  

標準給付費見込額 3,088,377,453  3,101,206,482  3,224,690,861  3,444,560,083  3,863,363,643  

※表中の値は四捨五入の関係上、合計値が合わない場合があります。 

 

（４）地域支援事業費の見込み 

   図表 地域支援事業費の見込み                   単位:円 

 区 分 
第９期 第１１期 第１２期 

R６年度 R７年度 R８年度 R１２年度 R１７年度 

介護予防・日常生活支援総合事業

費 
138,438,410  141,414,836  142,037,810  159,442,012  173,940,250  

包括的支援事業（地域包括支援

センターの運営）及び任意事業

費 

65,759,150  66,969,118  66,574,564  63,987,082  68,929,870  

包括的支援事業（社会保障充実

分） 
17,018,950  17,502,550  17,678,950  16,925,645  16,925,645  

地域支援事業費計 221,216,510  225,886,504  226,291,324  240,354,739  259,795,765  

 

（５）第１号被保険者の保険料収納必要額 

   図表 第１号被保険者の保険料収納必要額                   単位:円 

 区 分 
第９期 

合計 R６年度 R７年度 R８年度 

標準給付費見込額 9,414,274,796  3,088,377,453  3,101,206,482  3,224,690,861  

地域支援事業費 673,394,338  221,216,510  225,886,504  226,291,324  

第 1 号被保険者負担分相当額 2,320,163,901  761,206,611  765,231,387  793,725,903  

調整交付金相当額 491,808,293  161,340,793  162,131,066  168,336,434  

調整交付金見込額 216,383,000  76,476,000  74,256,000  65,651,000  

準備基金残高 191,972,757    

準備基金取崩額 191,972,757    

市町村特別給付費等 0 0  0  0  

保険料収納必要額 2,398,771,436    
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（６）第９期計画期間の第 1号被保険者の所得段階別保険料 

図表 所得段階別保険料額 

段 階 対象者 保険料率 
年間 
保険料 

第１段階 

世帯全員が住民税非課税者で、生活保護者、老齢福祉

年金受給者または前年の合計所得金額＋課税年金収入

額が 80 万円以下の方 

基準額 ×0.455 

(×0.285)※ 

37,832 円 

(23,697 円) 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税者で、前年の合計所得金額＋

課税年金収入額が 80 万円を超え 120 万円以下の方 
基準額 ×0.685 

(×0.485) ※ 

56,956 円 

(40,326 円) 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税者で、前年の合計所得金額＋

課税年金収入額が 120 万円を超える方 
基準額 ×0.690 

(×0.685) ※ 

57,372 円 

(56,956 円) 

第４段階 
本人が住民税非課税者で、世帯に住民税課税者がいる

場合、前年の年金収入等が 80 万円以下の方 
基準額 ×0.900 74,833 円 

第５段階 

【基準額】 

本人が住民税非課税者で、世帯に住民税課税者がいる

場合、前年の年金収入等が 80 万円を超える方 
基準額 ×1.000 83,148 円 

第６段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 120 万

円未満の方 
基準額 ×1.200 99,777 円 

第７段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 120 万

円以上 210 万円未満の方 
基準額 ×1.300 108,092 円 

第８段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 210 万

円以上 320 万円未満の方 
基準額 ×1.500 124,722 円 

第９段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 320 万

円以上 420 万円未満の方 
基準額 ×1.700 141,351 円 

第１０段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 420 万

円以上 520 万円未満の方 
基準額 ×1.900 157,981 円 

第１１段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 520 万

円以上 620 万円未満の方 
基準額 ×2.100 174,610 円 

第１２段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 620 万

円以上 720 万円未満の方 
基準額 ×2.300 191,240 円 

第１３段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 720 万

円以上 820 万円未満の方 
基準額 ×2.400 199,555 円 

第１４段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 820 万

円以上 920 万円未満の方 
基準額 ×2.600 216,184 円 

第１５段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 920 万

円以上 1,020 万円未満の方 
基準額 ×2.800 232,814 円 

第１６段階 
本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額が 1,020 

万円以上の方 
基準額×3.000 249,444 円 

※低所得者保険料負担軽減措置により、低所得者の保険料負担軽減を図ります。  
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（７）所得段階別被保険者の推計 

所得段階 令和６（2024）年度 令和７（2025）年度 令和８（2026）年度 合計 

第１段階 2,046  2,054  2,084  6,184  

第２段階 746  749  760  2,255  

第３段階 641  643  653  1,937  

第４段階 1,289  1,294  1,313  3,896  

第５段階 

【基準額】 
1,029  1,032  1,048  3,109  

第６段階 1,507  1,512  1,535  4,554  

第７段階 1,184  1,189  1,206  3,579  

第８段階 558  561  569  1,688  

第９段階 282  283  287  852  

第 10段階 122  122  124  368  

第 11段階 96  97  98  291  

第 12段階 58  59  60  177  

第 13段階 41  41  41  123  

第 14段階 33  33  33  99  

第 15段階 29  29  29  87  

第 16段階 155  155  158  468  

合計 9,816  9,853  9,998  29,667  

所得段階別 

加入割合補正後

被保険者数 

10,035  10,072  10,219  30,326  

 

（９）第９期介護保険料の設定 

第９期の保険料基準月額は、6,929 円（第 5段階）とします。 
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（10）財源構成 

①介護保険給付費の財源構成 

介護保険給付費に要する費用は、介護保険サービス利用時の利用者負担分を除いて、半分

を公費(国が 25.0%、県が 12.5%、市町村が 12.5%)で負担し、残りを被保険者の保険料

(第 1 号被保険者(65 歳以上の方)が 23.0%、第 2 号被保険者(40 歳から 64 歳までの方)

が 27.0%)で賄う仕組みとなっています。 

図表 介護保険給付費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

②地域支援事業費の財源構成 

地域支援事業には、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包括的支援事業」、「任意事業」

があります。 

「介護予防・日常生活支援総合事業」の財源構成は、介護保険給付費と同様に半分を公費

(国が 25.0%、県が12.5%、市町村が12.5%)で負担し、残りを被保険者の保険料(第１号

被保険者(65歳以上の方)が23.0%、第2号被保険者(40歳から64歳までの方)が27.0%)

で賄う仕組みとなっています。 

「包括的支援事業」、「任意事業」の財源構成は、公費(国が 38.5%、県が19.25%、市町

村が 19.25%)で負担し、残りを被保険者の保険料(第１号被保険者(65 歳以上の方)が

23.0%)で賄う仕組みとなっています。 

 

図表 介護予防・日常生活支援総合事業      図表 包括的支援事業・任意事業 

の財源構成                 の財源構成  
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第６章 計画の推進体制                         
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１ 計画の推進体制                              

（１）庁内における連携の強化 

本計画では「地域包括ケアシステム」の深化・推進に取り組み、地域共生社会の実現を目指

すため、医療、介護、予防、住まい及び自立した日常生活の支援など、高齢者の生活全般を包

括的に支援する必要があります。  

そのため福祉担当部署のみならず庁内全体が連携しながら施策の推進に努めます。 

 

（２）地域における連携体制の強化 

本計画の施策を効率的かつ効果的に推進するため、高齢者の生活に関わる地域の関係機関等

との連携強化に努めます。 

 

（３）福祉に関わる人材の養成・確保 

本計画を推進するためには、支援が必要な方へ適切なサービスが提供できる体制や地域にお

ける支援体制の充実が必要となります。  

また、その体制を機能させるには、公的なサービスに関わる専門的な知識と技能を有する人

材やボランティアなどの地域において支える人材の確保が重要となることから、関係機関等と

協力して福祉に関わる人材の養成・確保に努めます。 

 

２ 計画の評価                              

計画の各施策について、各課で作成している事業プログラムシートの活動指標等を用いて事業

の実施状況や課題の検討、事業の見直しを行うことで計画を推進します。 

 

図表 PDCA サイクルによる進捗管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 資 料 編                               
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１ 読谷村高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会運営要綱                              

（趣旨）  

第１条 本格的な高齢社会の到来に備え、本村の高齢者が安心して暮らせる各種の福祉サービスを総合的

に提供する読谷村高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（以下「保健福 祉計画等」という。）を策

定するため、読谷村高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画 策定委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び運営に関して必要な事項を定める。 
 
 （所掌事務）  

第２条 委員会は、村長の諮問に応じて、本村において必要とされる高齢者への福祉サービスの提供体

制を整備するため、計画の立案、調査及び審議を行う。 
 
 （組織）  

第３条 委員会は、15人以内の委員をもって構成し、委員は次に掲げる者の中から村長が委嘱する。 

(１) 知識経験者  

(２) 各種団体長  

(３) 保健医療関係者  

(４) 福祉関係者  

(５) 教育関係者  

(６) 村職員  

(７) その他村長が必要と認める者 
 
 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、１年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。  
 
（委員長及び副委員長）  

第５条 委員会に、委員の互選により委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は委員会を代表し、委員会の会務を統括する。  

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 
 
 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。  

２ 委員会は、委員定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことができない。ただし、委任状

の提出も出席とみなす。 

３ 委員会の議決は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。  

４ 委員長が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

５ 前各項の規定にかかわらず、委員長が緊急の決議を要し、かつ、会議の招集若しくは成立が困難なと

き、又は、やむを得ない事由があると認めるときは、書面による審議をもって会議の議事を決すること

ができることができる。 
 
 （作業部会）  

第７条 委員会は、計画策定に関し調査・研究するために、作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、村職員及び社会福祉団体等職員のうちから、村長が委嘱又は任命する者をもってあてる。  
 
（報告）  

第８条 委員会は、保健福祉計画等を立案したときは、速やかに村長に答申するものとする。  
 
（庶務）  

第９条 委員会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 
 
（委任）  

第 10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、村長が別に定める。  
 

附 則 この訓令は、公布の日から施行する。  

附 則（平成 21年３月 31日訓令第１号）この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年 10月７日訓令第４号）この訓令は、公布の日から施行する。  
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２ 読谷村高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員名簿                               

 

No 氏 名 所  属 役職 選出区分 備考 

1 高山 義浩 
沖縄県立中部病院 

（感染症内科副部長） 
医師 保健医療関係者  

2 多鹿 昌幸 
読谷村診療所 

（一般社団法人 楽和会） 
医師 保健医療関係者 委員長 

3 比嘉 一樹 中部福祉事務所 地域福祉班長 保健医療関係者  

4 山内 美恵子 読谷村社会福祉協議会 局長 福祉関係者  

5 上地 武徳 
読谷村民生委員児童委員協議会 

連合会 
会長 福祉関係者  

6 松田 勝太郎 特別養護老人ホーム 読谷の里 施設長 福祉関係者  

7 古波蔵 充 
一般社団法人 沖縄県介護支援 

専門員協会 三町村支部連絡会 
会長 福祉関係者  

8 知花 秀康 読谷村老人クラブ連合会 会長 各種団体長  

9 上地 徹 読谷村公民館連絡協議会 会長 各種団体長  

10 上地 アキ子 
元沖縄県介護保険広域連合 

介護認定審査会委員 
－ 知識経験者  

11 仲間 明済 読谷村健康福祉部健康推進課 係長 村職員  

12 小橋川 郁美 読谷村健康福祉部 部長 村職員  
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３ 用語解説                                

【あ行】 

いきいき百歳体操 

高齢者ができる限り要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした生活を送れるように支援することを目指

し、高知県高知市で開発された体操。 

一般介護予防事業 

市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身

の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や

通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専門職

等を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生きがい・役割をもって生活できる地域

の実現を目指すこと。 

運営指導 

事業所の運営・人員・設備状況の確認を行うことで、介護給付等対象サービスの質の確保と利用者保護及び

保険給付の適正化を図ることを目的として、県や市が実施するもの。令和4年度から国の指針に基づき、従来の

「実地指導」の名称を「運営指導」に変更した。 

 

【か行】 

介護 

身体上又は精神上の障がいがあるために日常生活を営むのに支障がある者に対し、移動、入浴、排せつ、食事

等日常生活を行う上での各種援助の総称。 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

利用者（要支援・要介護者）が適切な介護サービスを受けられるよう、介護サービス計画（ケアプラン）の作成、

利用者やその家族、サービス事業者（施設）との連絡調整を行う。 

介護福祉士 

お年寄りや身体の不自由な方の介護をする専門職。食事や入浴、車いすでの移動補助などの身体介護や、利

用者への相談・助言などを行う。 

介護保険 

主として、加齢に伴って体の機能の衰え、日常生活に支障が生じた人に、その能力に応じて自立した生活が送

れるように、介護サービスを支給する新たな社会保険制度（平成12年4月より実施）。介護保険法に基づく公的

介護保険と、民間運営の私的介護保険があるが、近年では介護保険法に基づく制度を指す場合が多い。なお、

介護保険法でいう介護保険とは、被保険者の要介護状態や要支援状態に関して必要な保険給付を行うことで

ある。その際、保険給付は要介護状態や要支援状態の軽減または悪化の防止のために、保健・医療・福祉との

連携に留意し、被保険者の選択に基づき、適切なサービスが総合的かつ効率的に提供され、保険給付の内容

および水準は、可能な限りその居宅で自立した日常生活を営むことができるよう配慮されている。 
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介護保険事業計画（市町村、広域連合） 

介護保険法第117条に基づいて市町村及び広域連合が３年を１期として策定する計画で、国が定める基本指

針に即して、当該市町村等が行う介護保険事業にかかわる保険給付の円滑な実施に関する計画。地域の実情

等に応じた介護給付等対象サービスが提供されるよう、要介護・要支援認定者数及び介護サービスの種類ごと

の見込量、見込量確保のための方策等を定めるもので、介護保険料算定の基礎にもなるなど介護保険事業運

営の基本となる計画。 

介護予防支援 

介護保険制度において、居宅要支援者が介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス、その他介護予防

に役立つ保健医療サービスなどを適切に利用することができるように、指定介護予防支援事業者として指定を

受けた地域包括支援センターの職員が介護予防サービス計画を作成し、サービスが適切に提供されるようサー

ビス事業者などとの連絡調整を行うこと。 

介護予防・日常生活支援総合事業 

地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの

体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を行う事業。要支援者、基本チェックリスト

該当者に対して必要な支援を行う介護予防・生活支援サービス事業と第１号被保険者に対して体操教室等の

介護予防を行う一般介護予防事業からなる。 

介護療養型医療施設 

医療法に基づき、症状が安定期にある要介護者に対し、医学的管理のもとに介護その他の世話や必要な医療

を行う施設である。医療や看護をほとんど必要としない入所者が多く、介護保険給付費の無駄が指摘されてい

るほか、医療保険が適用される療養病床と機能が似ていることが問題となっていることから厚生労働省はこれ

を廃止し、他の介護保険施設へ転換する方針を示しているが、実施時期がたびたび延期され、現在のところ令

和6年3月をめどとしている。 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

老人福祉法に基づく老人福祉施設の一種。65歳以上であって、身体上または精神上の著しい障がいのため常

時介護が必要で在宅生活が困難な寝たきり高齢者等を入所させて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談および

援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理および療養上の世話を行う

ことを目的とする施設。なお、介護保険では介護老人福祉施設として位置づけられ、これらのサービスは介護福

祉サービスとして、施設との契約により提供されている。 

介護老人保健施設 

介護保険法による介護保険施設の一種。症状が安定期にある要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、

看護や医学的管理下における介護、機能訓練、日常生活上の世話などを行い家庭復帰のため療養を行う施設

として、都道府県知事の許可を受けたもの。 

協議体 

医療・介護の専門職、地域住民、行政や地域包括支援センターなどで構成され、定期的な情報の共有や連携

の強化、課題解決のための取組の検討などを目的として設置された話し合いの場。 

  



 

- 89 - 

居宅介護支援 

介護支援専門員（ケアマネジャー）が居宅で介護を受けようとする要介護者や要支援者、その家族の状況、生

活環境、希望に応じたケアプランを作成し、適切な居宅サービスが提供されるよう、事業者との連絡調整を行う

など在宅での介護を支援すること。 

緊急通報システム 

ひとり暮らしの高齢者等の世帯に緊急通報装置を設置又は携帯型を貸与し、急病等の緊急時に迅速な対応を

行うとともに、協力員等との連携のもとに安否確認等の福祉的対応を行い、孤独感、不安感の解消を図るシス

テム。 

ケアプラン 

個々のニーズに合わせた適切な保健・医療・福祉サービスが提供されるように、ケアマネジャーを中心に作成さ

れる介護計画のこと。サービスの種類や回数、時間帯、事業者等が決められる。 

ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする利用者のニーズを明確にし、保健・医療・福祉サービスを受けられるよ

うに調整することを目的とした援助展開の方法。 

後期高齢者 

高齢者を65歳以上とする場合、90歳、100歳に至るまで幅広い年齢層を包含することになる。しかし65歳と

100歳ではその社会的活動や健康度も大きく異なるため、単一的に高齢者として把握することはできない。この

ため65歳以上74歳未満を前期高齢者、75歳以上を後期高齢者として区分している。 

個別避難計画 

災害時に自ら避難することが難しい一人暮らしの高齢者、要介護者、障がい者等（災害時避難行動要支援者）

が、どのような避難行動をとればよいのかについて、あらかじめ本人・家族と確認し作成する、一人一人の状況

に合わせた個別の避難行動計画。 

 

【さ行】 

自助、互助、共助、公助 

自助（生きがいづくり、健康づくり、介護予防など、自分自身のケア）、互助（町内会・自治会の活動、ボランティ

ア活動など、みんなの支え合い）、共助（デイサービスやヘルパー、診療所での受診など、介護保険や医療保険

などのサービス）、公助（高齢者福祉、障がい者福祉、生活保護など、行政による支援）のバランスのとれた福祉

の達成が望まれている。特に、自助を無視した過剰な援助は本人の自立を阻害すると考えられている。 

指定介護予防支援事業者 

介護保険制度において、厚生労働省令で定める基準に従い、市町村の指定を受けて介護予防支援を提供する

事業者をいう。地域包括支援センターの設置者の申請により事業所ごとに指定が行われ、当該指定に係る市町

村の被保険者を対象に、保健師など指定介護予防支援に関する知識を有する職員が介護予防支援を行う。 
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重層的支援体制整備事業 

重層的支援体制整備事業は、市町村において、既存の相談支援や地域づくり支援の取り組みを活かし、子ど

も・障害・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれないような“地域住民の複雑化・複合化し

た支援ニーズ”に対応する包括的な支援体制を構築するため、「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地

域づくりに向けた支援」を一体的に実施するもの。社会福祉法の改正により、「重層的支援体制整備事業」が令

和3年4月に施行された。 

住宅改修費 

居宅要支援被保険者が現に居住する住宅について、手すりの取り付けなど定められた種類の住宅改修を行い、

市町村が必要と認める場合に支給される。その額は、実際に改修に要した費用の額（ただし20万円を上限とす

る）の９割とされている。 

食生活改善推進員 

「私達の健康は、私達の手で」をスローガンに、食を通した地域の健康づくりを推進する、全国に協議会組織を

持つボランティア団体。 

シルバー人材センター 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、市区町村ごとに設置されている。高年齢者のライフスタ

イルに合わせた「臨時的かつ短期的又はその他の軽易な業務」を提供し、健康で生きがいのある生活の実現、

および地域社会の福祉の向上と活性化に貢献している組織。 

生活支援サポーター 

高齢者の困りごとである簡易な家事支援や、住民主体の通いの場の運営等を行うボランティア。 

成年後見制度 

判断力が衰えたり、認知症高齢者など自分自身の権利を守ることが十分でない人の財産管理や身上監護を支

援する制度。 

成年後見人 

成年後見制度において、成年被後見人の意思を尊重しながら、法律行為の代理、取り消しや財産の管理を行い、

また療養介護の義務を負う。 

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援・介

護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を

果たす者をいう。 

前期高齢者 

高齢者を65歳以上とする場合、90歳、100歳に至るまで幅広い年齢層を包含することになる。しかし65歳と

100歳ではその社会的活動や健康度も大きく異なるため、単一的に高齢者として把握することはできない。この

ため65歳以上74歳未満を前期高齢者、75歳以上を後期高齢者として区分している。 
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【た行】 

団塊ジュニア世代 

１９７１年から１９７４年の間までの第二次ベビーブームに生まれた世代。 

団塊の世代 

１９４７年から１９４９年頃の第一次ベビーブームに生まれた世代。 

地域共生社会 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていく社会。 

地域支援事業 

要支援・要介護になる可能性のある高齢者を対象に、要支援・要介護状態になることを防止するためのサービ

スや、要介護状態になった場合でも、できるだけ住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう支

援するための事業。 

地域資源 

人・物・組織・サービスなど、地域に存在する活用可能な要素を「資源」としてとらえたもの。 

地域包括ケアシステム 

人口減少社会における介護需要の急増という困難な課題に対して、医療・介護などの専門職から地域の住民

一人ひとりまで様々な人たちが力を合わせて対応していこうというシステム。 

地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システム。 

地域包括支援センター 

平成17年の介護保険法の改正により、新たに地域の高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な

援助を行うことを目的として設けられた施設。市町村および老人介護支援センターの設置者、一部事務組合、

医療法人、社会福祉法人などのうち包括的支援事業の委託を受けたものが設置することができる。主な業務は、

包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援事業）、指定介護予防支援および要介護状態等になるおそれのある高齢者の把握などで、必置

の職員として、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の専門職を各1名配置することとされており、これら

の専門職が共同で業務にあたる。 

  



 

- 92 - 

地域密着型介護（予防）サービス 

高齢者が要介護状態となった場合においても、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるようにすることを

目的としている。地域密着型サービスを利用できる対象者は、原則としてサービス事業所が立地する地域の高

齢者となる。このサービスの利用範囲は日常生活圏域と呼ばれ、地理的条件や人口、交通、その他の社会的条

件など日常的な生活行動範囲が基本となる。 

「夜間対応型訪問介護」「認知症対応型通所介護」「小規模多機能型居宅介護」「認知症対応型共同生活介

護」「地域密着型特定施設入居者生活介護」「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護」「看護小規模多機能型居宅介護」「地域密着型通所」がある。 

通所介護（デイサービス） 

利用者がデイサービスセンターなどに通い、入浴、食事など日常生活上の世話や簡単な機能訓練が受けられる。 

通所型サービスＡ 

主に雇用されている労働者、もしくは労働者とボランティアが補助的に加わった形により、提供される緩和した基

準によるサービス。ミニデイサービス、運動・レクレーション等。 

通所型サービスＢ 

有償・無償のボランティア等により提供される住民主体による支援。体操、運動等の活動など、自主的な通いの

場。 

通所型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６ヶ月の短期間で行われるもの。生活機能を改善するための

運動器の機能向上や栄養改善のプログラム。 

通所リハビリテーション（デイケア） 

医師の指示に基づき、介護老人福祉施設、病院、診療所などに通い、心身の機能の維持回復を図り、日常生活

の自立を助けるために必要なリハビリテーションが受けられる。 

特定施設入居者生活介護 

介護保険の対象となる居宅サービスの一つ。有料老人ホーム、ケアハウスおよび適合高齢者専門賃貸住宅な

ど（特定施設）に入居している要介護者に対して、提供しているサービスの内容などを定めた計画に基づき、入

浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練や療養上の世話等を行う。要支援者に対しては、介護予防を目的とする

介護予防特定施設入居者生活介護が行われる。 

 

【な行】 

日常生活圏域 

地理的条件や人口、交通、その他の社会的条件などを踏まえた日常的な生活行動範囲として設定されている。 

任意事業 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を継続できるようにするため、介護保険事業の運

営の安定化を図るとともに、被保険者や要介護被保険者を現に介護する者等に対し、地域の実情に応じた必要

な支援を行う事業。事業の種類としては、①家族介護支援事業、②その他の事業。各事業の目的に沿った必要

な事業であれば、地域の実情に応じ、創意工夫を生かした多様な事業形態での実施が可能。  
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認知症 

認知症とは「脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が

生じる程度にまで記憶機能およびその他の認知機能が低下した状態（介護保険法第五条の二）」のこと。 

認知症は主に、脳全体が萎縮して機能が損なわれるアルツハイマー型認知症と脳梗塞等によって脳細胞が死

滅する脳血管性認知症の２つのタイプからなる。 

認知症カフェ 

認知症の人やその家族、地域住民、介護や福祉などの専門家などが気軽に集い、情報交換や相談、認知症の

予防や症状の改善を目指した活動などのできる場所。 

認知症キャラバン・メイト 

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」を開催し、講師役を務める人。 

認知症サポーター 

認知症サポーター養成講座を通じて認知症の正しい知識や認知症のつきあい方を理解し、自分のできる範囲

で認知症の人を応援する人。養成講座を修了した人が「認知症サポーター」と呼ばれる。 

認知症初期集中支援チーム 

複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、

家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサポートを行うチーム。 

認知症対応型共同生活介護 

要介護者であって認知症の状態にある者を、共同生活を行う住居において、入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話および機能訓練を行うことをいう。 

認知症地域支援推進員 

認知症施策の推進役、そして地域における認知症の人の医療・介護等の支援ネットワーク構築の要役として、地

域の特徴や課題に応じた活動を展開していく者。 

 

【は行】 

パブリックコメント 

行政機関が重要な政策を策定するときに、その原案を住民に公表し、寄せられた意見・情報を政策形成に反映

していく制度。 

ＰＤＣＡサイクル 

Plan(計画)・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことによって、計画した取り組みの進捗管

理を行い、さらに継続的に改善していく手法のことです。 

福祉避難所 

要配慮者（主として高齢者、障がいのある人、乳幼児その他の特に配慮を要する者）のための避難所のことで

あり、一般の避難所では生活することが困難な要配慮者が、避難所での生活において特別な配慮が受けられる

など、要配慮者の状態に応じて安心して生活ができる体制が整備された施設。 
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ふれあいサロン 

地域を拠点に、住民とボランティアとが共同で企画し、内容を決め、運営していく楽しい仲間づくりの活動の場。 

フレイル 

体力や気力、認知機能など、からだやこころの機能（はたらき）の低下によって要介護に陥る危険性が高まって

いる状態。 

包括的・継続的ケアマネジメント 

介護保険法に規定する地域支援事業の一事業。①要介護状態等となるおそれが高い高齢者が要介護状態等

になることを予防するため、適切かつ効率的にサービスを受けられるよう援助を行う「介護予防ケアマネジメント

業務」。②地域の高齢者が安心して暮らしていけるよう地域におけるネットワークの構築や高齢者の生活の実態

把握を行う「総合相談支援業務」。③高齢者の成年後見制度の活用促進や高齢者の虐待への対応を行う「権

利擁護業務」。④地域の介護支援専門員が抱える支援困難な事例に対して、地域包括支援センターの各専門

職などによる連携をもとに指導・助言を行う「包括的・継続的ケアマネジメント支援業務」からなる。 

訪問介護 

高齢者、障がい者、難病患者等を対象に、家庭等にホームヘルパーを派遣し、入浴、排せつ、食事等の介護、調

理、洗濯、掃除等の家事や生活等に関する相談、助言など日常生活上の世話を行うサービス。訪問型と滞在型

がある。 

訪問介護職（ホームヘルパー） 

高齢者、心身障がい者（児）の家庭を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、衣類の洗濯、掃除、生活必需品の

買い物、関連機関等との連絡、生活・身上・介護に関する相談・助言を業務とする職種。１級から３級までの資格

がある。 

訪問型サービスＡ 

主に雇用された労働者により提供される緩和した基準によるサービス。生活援助等。 

訪問型サービスＢ 

有償・無償のボランティア等により提供される住民主体による支援。住民主体の自主活動として行う生活援助

等。 

訪問型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６ヶ月の短期間で行われるもの。保健師等による居宅での相

談指導等。 

訪問型サービスＤ 

有償・無償のボランティア等により介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や移送前後の生

活支援。 

訪問看護 

居宅で介護をうける要介護者・要支援者に、看護師、准看護師、保健師、理学療法士、作業療法士などが訪問

して、必要な診療の補助を行うこと。 
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訪問入浴介護 

介護保険の給付対象となる居宅サービスの１つで、在宅の要介護者等の居宅を訪問して行われる入浴の介護

のことをさしている。 

訪問リハビリテーション 

要介護者等の居宅において、心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療

法、作業療法、その他必要なリハビリテーションをいう。 

 

【や行】 

ユニバーサルデザイン 

製品、建物、環境をあらゆる人が利用できるようにはじめから考えてデザインするという概念。 

要介護認定者 

介護保険サービスを利用できる対象者。身体上又は精神上の障害があるため、入浴や排せつ、食事等の日常

生活における基本的な動作の全部または一部について介護を要する状態であると見込まれ要介護認定の判定

をされたもの。市町村窓口に申請を行い、訪問調査による一次判定、主治医の意見書、介護認定審査会による

二次判定を経て決定される。要介護及び要支援と判定された場合に介護保険サービスを利用することができる。 

養護老人ホーム 

65歳以上の者であって、身体上、精神上又は環境上の理由および経済的理由により、家庭での生活が困難な

高齢者を入所させて、養護することを目的とする入所施設。 

 

【ら行】 

理学療法士 

理学療法を用いて医学的リハビリテーションを行う人。 

レセプト情報 

診療報酬明細書の通称で、保険医療機関が患者の傷病名と行った医療行為の詳細をその個々の請求額ととも

に審査支払機関を通して保険者に請求する情報。 

老人居宅生活支援事業 

老人福祉法に規定する要援護高齢者の居宅生活を支援するための事業の総称。①老人居宅介護等事業、②

老人デイサービス事業、③老人短期入所事業、④小規模多機能型居宅介護事業、⑤認知症対応型老人共同

生活援助事業、⑥複合型サービス福祉事業の6事業からなる。 

老人クラブ 

おおむね60歳以上の高齢者が会員となって結成する自主的な組織。 

老人ホーム 

老人福祉施設の一形態で高齢者が長期滞在する設備を指す。養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老

人ホーム、有料老人ホームがある。前二者は措置施設であり、軽費老人ホームは地方公共団体又は社会福祉

法人が経営する契約施設。有料老人ホームは純然たる民間の契約施設である。
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